
　本章では、第１節において、消費者安全法に基づいて、消費者庁に通知された消費者事
故等に関する情報を取り上げます。
　第２節では、消費生活用製品安全法等の規定に基づき消費者庁に寄せられる事故情報や
危害・危険に関する相談の動向、生命・身体に関する事故情報について取り上げます。さ
らに、2016年度に消費者庁や国民生活センターが行った消費者に向けた最近の主な事故事
例等の注意喚起のうち、いくつかの具体的な事故情報を紹介します。
　第３節では、全国の消費生活センター等1に寄せられた消費生活相談について、年齢層
別や性別にみた相談の動向、相談の多い商品やサービス等を概観します。
　第４節では、最近顕著な増加がみられる情報通信に関連するトラブルや、高齢者が巻き
込まれる詐欺的なトラブル等に関する消費生活相談の内容を紹介します。
　第５節では、最近の消費者被害・トラブルの経験のアンケート結果や、2016年の社会全
体の消費者被害・トラブル額の推計結果を紹介します。

　消費者安全法は、2008年６月に閣議決定
した「消費者行政推進基本計画」を踏まえ、
2009年５月に消費者庁関連３法2の一つと
して成立しました。そして同年９月、消費
者庁の設置とともに施行されています。こ
れにより、消費者事故等の発生に関する情
報が消費者庁に一元的に集約され、消費者
被害の発生又は拡大防止のための各種措置

が講じられるようになりました。
　同法における消費者事故等とは、消費者
の消費生活の安全を脅かす事業者との関係
において生じた事故等をいい、生命・身体
に影響する事案のみならず、財産被害に関
する事案（以下「財産事案」という。）も
含んでいます（図表Ⅰ-1-1-1、Ⅰ-1-1-2）。
また、重大事故等とは、生命・身体事案の
うち、被害が重大なものやそのおそれがあ
るものをいいます。
　同法に基づき、行政機関の長、都道府県

消費者事故等に関する情報の集
約及び分析の取りまとめ結果等第1章

消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果第 １ 節

消費者安全法の規定に基づき消費
者事故等に関する情報を集約

第 １ 部　消費者意識・行動と消費者問題の動向

１）独立行政法人国民生活センターと都道府県、政令指定都市及び市町村の消費生活センターや消費生活相談窓口
２�）消費者庁及び消費者委員会設置法、消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
及び消費者安全法
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001○0426_I-1-1-1 「消費者事故等」と「重大事故等」の関係.pptx

図表Ⅰ-1-1-1 「消費者事故等」と「重大事故等」・「多数消費者財産被害事態」の関係

多数消費者
財産被害事態

生命身体事故等（法第２条第６項）

消費者事故等

重大事故等

（法第２条第５項第１号）
〈被害が発生した事故〉

（法第２条第５項第２号）
〈事故発生のおそれのある事態〉

（法第２条第５項第３号）

（法第２条第７項第１号） （法第２条第７項第２号）

消費安全性を欠く商品等・役
務の使用等が行われた事態の
うち、左の事故が発生するお
それがあるものとして政令で
定める要件に該当するもの

消費者の利益を不当に害し、又は消費者の自主的かつ合理
的な選択を阻害するおそれがある行為であって政令で定め
るものが事業者により行われた事態

上の事態のうち、同号に定める行為に係る取引であって次
のいずれかに該当するものが事業者により行われることに
より、多数の消費者の財産に被害を生じ、又は生じさせる
おそれのあるもの

・消費者による、商品等・役
務の使用等に伴い生じた事
故

・死亡、負傷又は疾病（１日
以上の治療期間）、一酸化
炭素中毒等

上の事態のうち左の事故を発
生させるおそれがあるものと
して政令で定める要件に該当
するもの（火災等）

上の事故のうち被害が重大な
もの（死亡、負傷又は疾病
（30日以上の治療期間）、一
酸化炭素中毒等）

（法第２条第８項第１号） （法第２条第８項第２号）
左に掲げる取引のほか、消費
者の財産上の利益を侵害する
こととなる不当な取引であっ
て、政令で定めるもの

消費者の財産上の利益を侵害
することとなる不当な取引で
あって、事業者が消費者に対
して示す取引の対象となるも
のの内容又は取引条件が実際
のものと著しく異なるもの

財産に関する事態（法第２条第５項第３号）

図表Ⅰ-1-1-2 消費者安全法に定める消費者事故等の概念図

注：事業者とは、商業、工業、金融業、その他の事業（国、地方公共団体、NPOを含む）を行う者をいう。
　　消費者とは、個人（事業を行う場合における個人を除く）をいう。

002○0426_I-1-1-2 消費者事故等概念図.pptx

生命・身体分野

消費者の消費生活の安全を脅かす事業者との関係において生じた事故等

商品や施設、工作物等、又は役務によって生命・身体に被害が発生した事故（※１）
又はそのおそれのある事態

財産分野
消費者の利益を不当に害し、又は消費者の自主的・合理的な選択を阻害するお
それのある行為であって政令で定めるもの（※２）が事業者により行われた事態
※２ 虚偽又は誇大な広告・表示、不実告知、断定的判断の提供など

事業として供給された
商品・製品に伴い生じ
た事故等

事業として又は事業の
ために提供されたサー
ビスの消費者による使
用等に伴い生じた事故
等

事業のために提供又は
利用に供された物品・
施設・工作物の利用に
伴い生じた事故等

「事業者」との関係
がないもの

（例）
・自然災害

「消費生活」において
生じた事故ではない
もの

（例）
・労働災害
・公害

（例）
・薬品による薬害事故
・自動車の欠陥による事故
・家電製品による発火
・健康食品による健康被害

（例）
・有料サイトの利用料が未納となっているとして料金の支払を要求するもの
・在宅ワークを希望する消費者に研修費用等の名目で多額の金銭の支払を要求するもの
・社債取引をめぐって、名義を貸したことは違法だとし、解決金の支払を要求するもの
・国内では両替が困難な外国通貨について、必ず値上がりするとして購入させるもの

（例）
・バス、タクシー、鉄

道、航空機等の事故
・医療事故
・レストランでの食中毒
・学校での授業中の事故
・エステによる皮膚障害

（例）
・駅やスーパーでのエレ

ベーター事故
・公園遊具による事故
・道路の陥没事故
・菓子のおまけの玩具の

誤飲事故

消
費
者
事
故
等

※１ 商品等又は役務が
消費安全性を欠くこと
により生じたものでは
ないことが明らかであ
るものを除く。
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知事、市町村長及び国民生活センターの長
は、重大事故等が発生した旨の情報を得た
ときは、それを直ちに消費者庁に通知する
こととされています。また、重大事故等以
外の消費者事故等が発生した旨の情報を得
た場合であって、被害が拡大し、又は同種・
類似の消費者事故等が発生するおそれがあ
ると認めるときにも、消費者庁に通知する
こととされています。そして、消費者庁（内
閣総理大臣）は、これらの通知により得た
情報等が消費者安全の確保を図るために有
効に活用されるよう、これらの情報を迅速
かつ適確に集約、分析し、その結果を取り
まとめ、その取りまとめた結果を関係行政
機関や関係地方公共団体、国民生活セン
ターに提供し、消費者委員会に報告し、国
民に対して公表するとともに、国会に報告
することになっています。

　消費者安全法に基づき2016年度に消費者
庁に通知された消費者事故等は1万186件
で、2015年度の１万2282件から17.1％減少

しています（図表I-1-1-3）。その内訳をみ
ると、生命身体事故等が2,905件（2015年度
2,897件、前年度比0.3％増）、そのうち重大
事故等は1,286件（2015年度1,304件、前年
度比1.4％減）でした。また、財産事案が7,281
件（2015年度9,385件、前年度比22.4％減）
でした。財産事案は2012年度から2015年度
までは年9,000件以上通知がありましたが、
2016年度は7,000件近くまで減少しました。
　重大事故等を事故内容別にみると、「火
災」が83.7％で約８割を占めており、この
傾向は変わっていません（図表I-1-1-4）。
2016年度の事故内容が「火災」の事例とし
て、主に自動車や家電製品、スマートフォ
ン・パソコンなどの電子機器等からの出火
が火災につながった例がみられます（図表
Ⅰ-1-1-5）。
　重大事故等を除く生命身体事故等を事故
内容別にみると、2016年度は「中毒」が
48.2％で最も多くを占め、続いて「発煙・
発火・過熱」が14.5％でした（図表I-1-1-
6）。「中毒」の内容としては、そのほとん
どが飲食店でのノロウィルスやカンピロバ
クター等による食中毒です。また、有毒植
物による食中毒もみられ、消費者庁は2016

2016年度に通知された「消費者事
故等」は1万186件

003○0414_I-1-1-3 消費者事故等.xlsx

図表Ⅰ-1-1-3 消費者安全法に基づき消費者庁に通知された消費者事故等

（備考）　 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知された消費者事故等の件数。

0

（件）

5,000

10,000

15,000

2012 2013 2014 2015 2016
（年度）

重大事故等を除く生命身体事故等重大事故等 財産事案

12,729 12,627 12,078 12,282
10,186

9,916 9,116 9,172 9,385
7,281

1,491 2,194 1,658 1,593 1,619
1,322 1,317 1,248 1,304 1,286
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004○0412_I-1-1-4 重大事故等内訳.xlsx

図表Ⅰ-1-1-4 生命身体事故（重大事故等）の事故内容別の推移

（備考）　 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知された消費者事故等の件数。

火災 転落・転倒・不安定 交通事故 その他

0

（件）

500

1,000

1,500

2012 2013 2014 2015 2016
（年度）

133
1,322

140
1,317

144
1,248

121
1,304

81
36

34

29

107
115

77

25

72

1,286 21

98

1,038 1,066 1,007 1,056 1,077

005○0414_I-1-1-6 重大事故等を除く生命身体事故等の内訳.xlsx

図表Ⅰ-1-1-6 生命身体事故（重大事故等を除く）の事故内容別の推移

（備考）　 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知された消費者事故等の件数。

0

（件）

500

1,000

1,500

2,000

2,500

中毒 発煙・発火・過熱 その他

603419

861

455

1,6191,491

2,194

1,658

235368 672 382

781704 661 821

2012 2013 2014 2015 2016

727

275

591

1,593

（年度）

907○0424_I-1-1-5 スマートフォンの焼損の様子.pptx

図表Ⅰ-1-1-5 スマートフォンの焼損の例

（備考）　 写真提供：国民生活センター

本体充電端子 本体シェル（金属製の外郭）

充電器シェル（金属製の外郭）充電器端子
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年度に注意喚起を行っています3。例えば、
スイセンをニラと間違えるなど、自然に生
えた植物や観賞用の植物を、食用の植物と
誤認して食べた事例がみられます（図表Ⅰ- 
1-1-7）。
　財産事案を商品・サービス別にみると、
2016年度は「商品」が3,076件（42.2％）、「サー
ビス」が4,052件（55.7％）となっています
（図表I-1-1-8）。「商品」の内訳をみると、
パソコンや学習教材等の「教養娯楽品」が

8.1％と最も多く、次いで「食料品」が6.8％
となっています（図表I-1-1-9）。サービス
の内訳をみると、「金融・保険サービス」
が14.9％と最も多く、次いでインターネッ
トや携帯電話サービス等の「運輸・通信サー
ビス」が11.4％となっています。商品・サー
ビスの内容別の割合は前年度と大きく変わ
らず、2016年度に財産事案の件数が減った
ことは、特定の商品・サービスの減少によ
るものではないとみられます。

908_I-1-1-7 有毒植物に関する注意喚起.pptx

図表Ⅰ-1-1-7 有毒植物に関する注意喚起

（備考）　 消費者庁公表資料（2016年 4 月13日）

よく似ている食用植物と有毒植物

ニラ スイセン
[有毒]

ギョウジャニンニク イヌサフラン
（コルチカム）

[有毒]

006○0413_Ｉ-1-1-6 消費者庁に通知された財産事案の件数.xlsx

図表Ⅰ-1-1-8 消費者庁に通知された財産事案の件数

（備考）　 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知された消費者事故等のうち、財産事案の件数。
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（件）
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商品 サービス 他の相談

153 

534
460 896 762

4,052

5,181 3,894 4,112

3,0764,201 4,762 4,164

7,281

9,916
9,116 9,172

2012 2013 2014 2015 2016

3,809

4,814

9,385

（年度）

005○0414_I-1-1-6 重大事故等を除く生命身体事故等の内訳.xlsx

図表Ⅰ-1-1-6 生命身体事故（重大事故等を除く）の事故内容別の推移

（備考）　 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁へ通知された消費者事故等の件数。

0

（件）

500
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1,500

2,000

2,500

中毒 発煙・発火・過熱 その他

603419

861

455

1,6191,491

2,194

1,658

235368 672 382

781704 661 821

2012 2013 2014 2015 2016

727

275

591

1,593

（年度）

３）消費者庁「家庭菜園等における有毒植物による食中毒に御注意ください」（2016年４月13日公表）
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　消費者庁では、通知された情報をもとに
注意喚起を実施しており、財産事案におい
ては2016年度に事業者名公表の注意喚起を
10件実施しました（図表Ⅰ-1-1-10）。注意
喚起を実施した主な事案は、実在する有名
な企業の名をかたって消費者を信用させ、
有料コンテンツ利用料などの名目で金銭の
支払を請求する架空請求事案（図表Ⅰ-1-
1-11）や、在宅ワークを希望する消費者を
勧誘し、ホームページ作成料等の名目で多
額の費用を支払わせる事案等です。

910_I-1-1-10 消費者安全法に基づく注意喚起を行った財産事案例（2016年度）.pptx

図表Ⅰ-1-1-10 消費者安全法に基づく注意喚起を行った財産事案例（2016年度）

手口 具体例

架空請求（ 3件）
実在する有名な企業の名をかたって消費者の携帯電話へショートメッセージサービス（SMS）
等で連絡し、有料コンテンツ利用料の未払料金があるなどとして金銭の支払を請求する。

業務提供誘引販売（ 4件）
ウェブサイトで在宅ワークを希望する消費者を勧誘し、ホームページ作成料等の名目で多
額の費用を支払わせる。

劇場型勧誘（ 2件）
過去の詐欺被害を回復できるともちかけ、外国通貨の買取りを勧誘し、実際の為替レート
の約2,900倍で買い取らせる。

個人情報削除（ 1件）
消費者名義で多額の東京オリンピックのチケット申込みがあるかのように偽り、個人情報
削除の名目で金銭を支払わせようとする。

007○0413_I-1-1-7 通知された財産事案の内訳（2016年度）.xlsx

図表Ⅰ-1-1-9 通知された財産事案の内訳（2016年度）

（備考）　 1． 消費者安全法に基づき、2016年度に消費者庁へ通知された消費者事故等のうち、財産事案についての内訳。
　　　　 2． 「その他の役務」とは、他の役務、修理・補修、レンタル・リース・貸借、管理・保管、他の行政サービス、役務一般、クリーニ

ング。
　　　　 3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

食料品　6.8%

商品一般　6.8%

住居品　5.6%

被服品　3.4%

保健衛生品　3.1%

光熱水品　2.8%

土地・建物・設備　2.7%

車両・乗り物　2.6%
他の商品　0.2%金融・保険サービス　14.9%

運輸・通信サービス　11.4%

保健・福祉サービス　5.6%

工事・建築・加工　3.8%

教養・娯楽サービス　5.4%

教育サービス　2.1%

内職・副業・ねずみ講　2.9%

教養娯楽品　8.1%
その他の役務　9.5%

他の相談　2.1%

商品
42.2%サービス

55.7%

911_I-1-1-11 架空請求の手口の概要図.pptx

図表Ⅰ-1-1-11 架空請求の手口の概要図

（備考）　 消費者庁公表資料（2017年 2 月28日）4

一旦支払えば
後で

返金されます。

コンビニで
ギフト券を買い
その番号を
連絡して。

今日中に
お金を払えば
訴訟を

取り下げます。

４�）消費者庁「SMSを用いて有料動画サイトの未払料金などの名目で金銭を支払わせようとする「株式会社DMM.
comをかたる事業者」に関する注意喚起」（2017年２月28日公表）
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　生命・身体に関する事故情報等は事故情
報データバンクに一元的に集約されてお
り、消費者庁ではこれらの情報を活用して
消費者の安全対策に取り組んでいます。
　事故情報データバンクは、生命・身体に
関する事故情報を広く収集し、事故防止に
役立てるためのデータ収集・提供システム

であり、消費者庁と国民生活センターが連
携し、関係機関の協力を得て、2010年４月
から運用しているものです（図表Ⅰ-１-２-
１）。前述した消費者安全法に基づく生命身
体事故等の通知、全国の消費生活センター
等に寄せられた消費生活相談情報である
PIO-NETデータ（「危害情報」5及び「危険
情報」6）、消費生活用製品安全法による消
費生活用製品の使用に伴い生じた事故（消
費生活用製品の欠陥によって生じたもので
ないことが明らかな事故以外のもの）のう
ち重大なもの（以下「重大製品事故」7とい
う。）の事業者からの報告等、参画機関8か

消費者庁に集約された生命・身体に関する事故情報等第 ２節

（ １）事故情報データバンクに集約された生命・身体に関する事故情報等

生命・身体に関する事故情報等は事
故情報データバンクに一元的に集約

008○0411_Ⅰ-1-2-1 事故情報データバンク.pptx

図表Ⅰ-1-2-1 生命・身体に関する事故情報の集約

※ 生命身体事故等（重大事故等を含む。）及び重大製品事故は2016年度に通知又は報告された件数、PIO-NETデータは2016年度に受け付け2017
年 3 月31日までにPIO-NETに登録された相談件数となっており、 1事案が複数機関から通知される場合があることや事故情報データバンク
登録までに一定期間を要することから、累積件数及び登録件数はそれぞれの件数を合計しても一致しない。

※ 2016年度の事故情報データバンクへのアクセス件数は、179,519件となっている。
※ 消費生活用製品とは、主として一般消費者の生活の用に供される製品のうち、他の法律の規定によって危害の発生及び拡大を防止することが
できると認められる事故として政令で定めるもの（食品・医薬品・乗用車等）を除く製品。

※ その他、医療機関ネットワーク参加機関からも消費者庁に事故情報が提供されている。

関係省庁・地方公共団体等

重大事故等の通知
［1,286件］

生命・身体に係る事故情報を登録 生命・身体に係る
相談情報を登録

事故情報データバンク
2017年３月31日時点累積件数：195,422件（※）

（2016年度登録件数：28,284件）

報告された重大
製品事故を登録

重大事故等を除く
生命身体事故等の
通知［1,619件］

PIO-NETデータ
［14,195件］

重大製品事故の
報告［802件］

（消費生活用製品※）

生命・身体に係る事故発生

国民生活センター
消費生活センター等

事業者 消費者庁、
国民生活センターを除く
事故情報データバンク

参画機関
からの通知
［8,860件］

５�）商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けたという内容の相談。
６�）商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けるまでには至っていないが、そのおそれがあるという
内容の相談。
７�）消費生活用製品事故の中でも、死亡や30日以上の治療を要するなど被害が重大であった事案や火災等の発生が
あった事案を指しており、消費生活用製品安全法第２条第６項に規定されている。
８�）2016年度末時点の参画機関は以下のとおり。
　�　消費者庁、国民生活センター、全国の消費生活センター等、日本司法支援センター、厚生労働省、農林水産省、経済
産業省、独立行政法人製品評価技術基盤機構、国土交通省、独立行政法人日本スポーツ振興センター、公益財団法人
日本中毒情報センター。
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ら寄せられた生命・身体に関する事故情報
が登録され、インターネット上で簡単に検
索・閲覧することができます。
　商品やサービス、設備等により生命や身
体に危害を受けた、又はそこまでは至って
いないもののそのおそれがあるケース等、
危害・危険に関する消費生活相談情報は、
消費生活センター等に寄せられる相談の中
では契約トラブル等に関する相談に比べ少
数ですが、重要です。消費者行政ではそれ
らの情報を収集、分析して同様の事故等が
起きないよう、注意喚起等に活用していま
す。その他、危害・危険に関する情報をきっ
かけに、「苦情処理テスト」9、「商品テス
ト」10を実施することもあり、事故情報デー
タバンクに収集された情報は有益な情報と
なっています。
　2016年度の事故情報データバンクには
２万8284件の事故情報が登録され、このう
ち、消費者庁と国民生活センターを除く事
故情報データバンク参画機関からの通知は
8,860件となっています。また、2017年３
月31日時点で登録されている情報は累計で
19万5422件となっています。
　消費者安全法に基づく通知については前
節で既に紹介しているため、それ以外の集
約された生命・身体に関する事故情報につ
いて取り上げます。

　PIO-NETは、全国の消費生活センター
等に寄せられた消費生活相談の情報が登録
されたデータベースです。2016年度にPIO-
NETに収集された消費生活相談のうち、

危害・危険情報は１万4195件でした（図表
Ⅰ-１-２-２）。
　このうち、危害情報は１万908件で2015
年度の１万698件を上回った一方、危険情
報は3,287件で2015年度の4,505件を下回り
ました。
　身体にけが、病気等の疾病（危害）を受
けたという相談である危害情報について、
危害内容別にみると、2016年度は、多い順
に「皮膚障害」、「消化器障害」、「擦過傷・
挫傷・打撲傷」、「熱傷」、「刺傷・切傷」と
なっています（図表Ⅰ-１-２-３）。
　「皮膚障害」では、化粧品等によりかゆ
みや赤みが出たといったもののほか、健康
食品を食べたら発疹（ほっしん）が出たと
いったものが主な相談として挙げられます。
　「消化器障害」では、健康食品を食べた
ら体調不良になったというもの、外食した
ら下痢になったというものが主な相談とし
て挙げられます。
　「擦過傷・挫傷・打撲傷」では、自転車
の部品が破損し転倒して傷を負った、エス
テやマッサージでの施術が強くて傷を負っ
た等の事例がみられます。
　「刺傷・切傷」では、雑貨等の破断面や
バリで手を切った、外食の際に提供された
食事に混入していたガラス片等で口の中を
切ったというもの、「熱傷」では、レーザー
脱毛により熱傷を負った、スマートフォン
やその充電器が発熱して熱傷を負った等の
相談が寄せられています。
　危害を受けたわけではないものの、その
おそれがあるという相談である危険情報に
ついて、危険内容別にみると、2016年度は
多い順に「異物の混入」、「過熱・こげる」、
「発煙・火花」、「機能故障」、「破損・折損」

PIO-NETに収集された2016年度
の危害・危険情報は １万4195件

009○0407_Ⅰ-1-2-2 危害・危険情報の件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-2 危害・危険情報の件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 危害情報とは、商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けたという内容の相談。
　　　　 3． 危険情報とは、商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けるまでには至っていないが、そのおそれがあるとい

う内容の相談。
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（件）

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2012 2013 2014 2015
（年度）
2016

14,756

20,547

16,717
15,203 14,195

4,162

6,888
5,178 4,505 3,287

10,594
13,659 11,539 10,698 10,908

危害 危険

９�）消費者からの消費生活に係る苦情相談について、原因を究明するもの。
10�）複数の商品について、品質・性能等、様々な角度から比較し、評価を行うもの。
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010○0407_Ⅰ-1-2-3 危害情報の件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-3 危害情報の件数

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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5,000
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15,000

2012 2013 2014 2015
（年度）

皮膚障害 消化器障害 擦過傷・挫傷・打撲傷 熱傷 刺傷・切傷 その他

2016
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13,659
11,539 10,698 10,908
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5,292

5,348 4,625 4,243
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733

723 749
592

815
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692

857
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738

1,024
2,001

1,151 1,232 1,811
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図表Ⅰ-1-2-2 危害・危険情報の件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 危害情報とは、商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けたという内容の相談。
　　　　 3． 危険情報とは、商品やサービス、設備等により、生命や身体に危害を受けるまでには至っていないが、そのおそれがあるとい

う内容の相談。
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25,000

2012 2013 2014 2015
（年度）
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14,756

20,547

16,717
15,203 14,195

4,162

6,888
5,178 4,505 3,287

10,594
13,659 11,539 10,698 10,908

危害 危険

011○0407_Ⅰ-1-2-4 危険情報の件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-4 危険情報の件数

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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4,162
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となっています（図表Ⅰ-１-２-４）。
　主な相談内容は、「異物の混入」では、スー
パー等で購入した食品から金属片、プラス
チック片等の異物が出てきたというもの、
「機能故障」では、自動車のエンジン不良
や、ブレーキが利かなくなり怖い思いをし
たといったものがみられます。
　「発煙・火花」では、家電製品を使用し
たら発煙した、「過熱・こげる」では、スマー
トフォンを充電していたら異常過熱してコ
ンセント部分が焦げた、「破損・折損」では、
自転車のフレームが折れた等の相談が寄せ
られています。

　消費生活用製品安全法では、重大製品事
故が生じた時、事業者は消費者庁に報告す
ることとされています。消費生活用製品安
全法の規定に基づき、2016年度に報告され
た「重大製品事故」は802件です（図表Ⅰ-
１-２-５）。2012年度以降、全体として減少傾
向にあります。
　製品別にみると、「ガス機器・石油機器」
に関する事案が167件、「電気製品」に関す

る事案が537件、「その他」が98件となって
います。具体的には、「ガス機器・石油機器」
ではガスこんろや石油ストーブ等、「電気
製品」ではエアコンや電気ストーブ等、「そ
の他」では自転車や脚立・踏み台・はしご
等に関する事案が多く報告されています。

　消費者が消費生活上で生命・身体に関す
る事故に遭った場合、医療機関を受診した
としても、地方公共団体や消費生活セン
ター等、事業者に連絡をしない可能性が考
えられます。そこで、事故情報データバン
ク以外にも、医療機関からの事故情報が消
費者庁に集約されるよう、「医療機関ネッ
トワーク事業」を実施しています（図表Ⅰ-
１-２-６）。医療機関ネットワークは、消費生
活において生命・身体に被害を生ずる事故
に遭い医療機関を受診した患者から事故の
詳細情報等を収集し、同種・類似事故の再
発を防止するため、2010年12月から消費者
庁と国民生活センターの共同事業として実
施しているもので、2016年度末時点で参画
医療機関数は30機関です11。

消費生活用製品安全法の規定に基づき2016
年度に報告された重大製品事故は802件

（ ２ ）医療機関ネットワーク・医師から収集された情報

013○0411_Ⅰ-1-2-6 医療機関ネットワーク事業.pptx

図表Ⅰ-1-2-6 医療機関ネットワーク事業

社会に広く情報発信
事故の再発・拡大防止

消費者庁
国民生活センター

消費者
（危険性の認識）

研究機関・専門家等
（事故原因の究明）

事業者
（製品の改良）

患者さんから
事故の情報を収集

全国30医療機関
（2016年度末時点）

○消費生活において生命又は身体に被害を生ずる事故に遭い医療機関を利用した被害者から、消費
者からの苦情にはなりにくい消費者の不注意や誤った使い方も含めて事故の情報を幅広く収集。
○省庁横断的な取組が必要な事故や、いわゆるすき間事案に係る事故、被害の拡大が懸念される事
故等をいち早く抽出し、注意喚起の実施など再発防止に活用。

012_Ⅰ-1-2-5 報告された重大製品事故の件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-5 報告された重大製品事故の件数

（備考）　 消費生活用製品安全法の規定に基づき、消費者庁に報告された重大製品事故の件数。
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　2016年度に医療機関ネットワークに収集
された生命・身体に関する事故情報12は8,286
件となっています。事故のきっかけと危害
の程度をみると、「転倒」（子供を乗せた自
転車ごとの転倒等）が1,983件と最も多く、
次いで「転落」（脚立、ベランダ、おむつ
台等からの転落）が1,709件、「ぶつかる・
当たる」（乗り物に乗って壁等にぶつかる等）
が1,126件となっています（図表Ⅰ-１-２-７）。

　また、消費生活上での消費者の生命・身
体に関する事故等について、医師から直接
の情報提供を受け付ける窓口として、国民
生活センターでは、「医師からの事故情報
受付窓口」（愛称：ドクターメール箱）を
設置しています。

013○0411_Ⅰ-1-2-6 医療機関ネットワーク事業.pptx

図表Ⅰ-1-2-6 医療機関ネットワーク事業

社会に広く情報発信
事故の再発・拡大防止

消費者庁
国民生活センター

消費者
（危険性の認識）

研究機関・専門家等
（事故原因の究明）

事業者
（製品の改良）

患者さんから
事故の情報を収集

全国30医療機関
（2016年度末時点）

○消費生活において生命又は身体に被害を生ずる事故に遭い医療機関を利用した被害者から、消費
者からの苦情にはなりにくい消費者の不注意や誤った使い方も含めて事故の情報を幅広く収集。
○省庁横断的な取組が必要な事故や、いわゆるすき間事案に係る事故、被害の拡大が懸念される事
故等をいち早く抽出し、注意喚起の実施など再発防止に活用。
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図表Ⅰ-1-2-5 報告された重大製品事故の件数

（備考）　 消費生活用製品安全法の規定に基づき、消費者庁に報告された重大製品事故の件数。
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11�）2016年度末時点の参画医療機関は以下の30機関。独立行政法人地域医療機能推進機構札幌北辰病院、医療法人渓
仁会手稲渓仁会病院、独立行政法人国立病院機構仙台医療センター、公益財団法人星総合病院、日本赤十字社成田
赤十字病院、国保松戸市立病院、国立大学法人千葉大学医学部附属病院、国立研究開発法人国立成育医療研究セン
ター、NTT東日本関東病院、日本赤十字社東京都支部大森赤十字病院、立正佼成会附属佼成病院、順天堂大学医学
部附属練馬病院、日本医科大学多摩永山病院、社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会横浜市東部病院、
新潟医療生活協同組合木戸病院、国立大学法人富山大学附属病院、長野県厚生農業協同組合連合会佐久総合病院、
社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院、社会医療法人名古屋記念財団名古屋記念病院、学校法人藤田
学園藤田保健衛生大学病院、日本赤十字社京都第二赤十字病院、社会医療法人協和会加納総合病院、地方独立行政
法人堺市立病院機構堺市立総合医療センター、地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪急性期・総合医療センター、
鳥取県立中央病院、県立広島病院、徳島県立中央病院、国立大学法人九州大学病院、国立大学法人佐賀大学医学部
附属病院、独立行政法人国立病院機構長崎医療センター。
12�）「医療機関ネットワーク」に収集される事故情報は、30の医療機関を受診する原因となった事故のうち、各医療
機関が重大性などの観点から選択して収集するものであり、各医療機関を受診する原因となった全ての事故を対象
としているものではない。また、事故分類・件数等は、今後事故情報を更に蓄積・分析していく過程で変わる場合
がある。
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　2016年度に全国の消費生活センター等に
寄せられた相談情報のうち、実際に危害を
負ったという相談である危害情報の割合を
年齢層別、事故発生場所別にみると、全て
の年齢層で「家庭」、「店舗等」を合わせた
割合が７割を超えています（図表Ⅰ-１-２-
８）。「家庭」と「店舗等」のどちらの割合
が高いかは年齢層によって異なり、例えば
５歳未満では「家庭」の割合が最も高く、
20歳代では「店舗等」の割合が最も高くなっ
ています。
　５歳未満の「家庭」で発生した危害情報
の主なものとしては、家具やベビー用品の
可動部やバリ等で傷を負ったものや、食料
品のアレルギー表示の不備等により誤って
食べてしまい、アレルギー症状が出たもの
があります。20～50歳代の「店舗等」では、
美容医療やエステサロン等13で受けた施術
により傷を負ったという事例が多くみられ

ます。60～70歳代と年齢層が高くなるにつ
れ、「店舗等」の危害情報として医療関係
のものが増えます。80歳以上では60～70歳
代と比較して「店舗等」の割合が高くなっ
ています。これは医療関係に加え老人福祉・
サービスでの危害情報が増えるためです。
　このように、年齢層によって活動する場
所が変わるため、それに伴って発生する生
命・身体に関する事故の内容も変わってき
ていると考えられます。５歳未満や60～70
歳代では他の年齢層に比較して「家庭」の
割合が高くなっています。特に子供の場合、
家庭での日常的な場面に危険が隠れてお
り、思わぬことが事故のきっかけになって
いると考えられます。
　以降では、2016年度に注意喚起を行った
事例について紹介します。

　全国の消費生活センター等には、エステ

（ ３）生命・身体に関する事故情報の事例

エステサロン等での施術による危
害
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図表Ⅰ-1-2-7 医療機関ネットワークに収集された事故情報（2016年度）

（単位：件）
軽症 中等症 重症 重篤 死亡 合計

転倒 1,671 306 5 0 1 1,983
転落 1,364 329 13 1 2 1,709
刺す・切る 436 36 1 0 0 473
挟む 257 48 2 0 0 307
ぶつかる・当たる 1,004 118 4 0 0 1,126
さわる・接触する 481 71 6 0 2 560
誤飲・誤嚥 723 67 3 2 10 805
溺れる 1 3 1 0 0 5
有害ガスの吸引 7 5 1 1 0 14
その他 1,153 111 3 1 0 1,268
不明 30 5 1 0 0 36
合計 7,127 1,099 40 5 15 8,286

13�）美顔エステ、脱毛エステ、痩身エステ、ネイルサロン、まつ毛エクステ、マッサージなど。
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サロン等でHIFUという「高密度焦点式超
音波」や、それに類する超音波技術を応用
したという機器（以下総称して「HIFU機
器」という。）で施術を受けたところ、「熱
傷になり、治るまでに半年かかると言われ
た」、「神経の一部を損傷した」等で治療に
数か月を要する危害を負ったといった相談
が寄せられています。このことから、2017
年３月に国民生活センターが注意喚起を
行っています14。
　HIFU機器は、人体の表面を傷付けずに、
超音波を体内の特定部位に集中させること
で加熱し、熱変性を生じさせることができ
ることから、医療で前立腺の治療等に用い
られています（図表Ⅰ-１-２-9）。
　HIFU施術は、医師の医学的判断及び技

術をもってするのでなければ人体に危害を
及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある医
行為15に当たると考えられます。しかし、
エステサロン等ではウェブサイトや施術前

図表Ⅰ-1-2-8 危害情報の年齢層別事故発生場所（2016年度）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「その他」には、「公園」、「公共施設」、「海・山・川等自然環境」、「車内・機内・船内」等が含まれる。
　　　　 3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

015○0515_Ⅰ-1-2-8 危害情報の年齢層別事故発生場所.xlsx
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図表Ⅰ-1-2-7 医療機関ネットワークに収集された事故情報（2016年度）

（単位：件）
軽症 中等症 重症 重篤 死亡 合計

転倒 1,671 306 5 0 1 1,983
転落 1,364 329 13 1 2 1,709
刺す・切る 436 36 1 0 0 473
挟む 257 48 2 0 0 307
ぶつかる・当たる 1,004 118 4 0 0 1,126
さわる・接触する 481 71 6 0 2 560
誤飲・誤嚥 723 67 3 2 10 805
溺れる 1 3 1 0 0 5
有害ガスの吸引 7 5 1 1 0 14
その他 1,153 111 3 1 0 1,268
不明 30 5 1 0 0 36
合計 7,127 1,099 40 5 15 8,286

016_Ⅰ-1-2-9 ＨＩＦＵによる治療のイメージ.pptx

図表Ⅰ-1-2-9 HIFUによる治療のイメージ

（備考）　 1． 国民生活センター公表資料（2017年 3月 2
日）

　　　　 2． 提供：国立研究開発法人 産業技術総合研
究所 健康工学研究部門

臓器生体組織皮膚表面

HIFU照射器

水、ゲル
集束超音波 焦点（焼灼部位）

14�）国民生活センター「エステサロン等でのHIFU機器による施術でトラブル発生！―熱傷や神経損傷を生じた事例
も―」（2017年３月２日公表）
15�）「医行為」とは、「当該行為を行うに当たり、医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体に危害を
及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為」と解釈されており、反復継続する意思をもって医行為行う医業は、
医師でなければなしてはならないと定められている（医師法（昭和23年法律第201号）第17条）。
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の説明でHIFU機器を用いて「脂肪細胞を
溶解させる」、「肌の土台である筋膜に直接
ダメージを与える」等、皮下組織に直接影
響を与えることで小顔、痩身や美顔等の施
術ができるといわれており、医師法に抵触
するおそれが指摘されています。
　HIFU施術による侵襲16行為は、医師の
医学的知識や技能を必要とする施術であ
り、医師以外の者による施術は絶対に受け
てはいけません。美容医療クリニック等で
HIFU施術を受ける場合であっても、施術
者は医師である必要があり、施術前には医
師による十分な診断と本人が納得した上で
の同意が必要です。施術に当たっては、メ
リットだけでなく、リスクについても事前
に十分説明を受けましょう。
　もし、エステサロン等でHIFU施術を受
け危害を負った場合には、速やかに医師の
診察、治療を受けましょう。HIFU施術に
よる危害は表面からは判断がつきにくいこ
ともあるため、受診の際にはエステサロン
等の広告やウェブサイトの施術内容を印刷
して持っていくなどして、自分がどのよう
な施術を受けたのかを医師に正確に伝える
必要があります。また、HIFU施術を行っ
たエステサロン等と治療費などについて交
渉するためには、施術内容との因果関係が
明白となる診断書が重要となるため、詳細
な診断書を作成してもらいましょう。

　2009年９月から2016年10月末までの間、

事故情報データバンクに消費者の店舗・商
業施設17での事故情報が845件寄せられてい
ます。このうち７割以上の602件が、買物中
に滑る、つまずく等によって起きた転倒事
故です（図表Ⅰ-１-２-10）。転倒以外の事故
（243件）では、「自動ドアに挟まれた」、「エ
レベータに閉じ込められた」、「トイレの便座
でやけどをした」、「棚の商品が落下し当たっ
た」等の事故が起きています。消費者庁では、
店舗・商業施設での買物中の事故について
2016年12月に注意喚起を行っています18。
　転倒事故は、床面での滑り事故が最も多
く、次いで店舗内床面の段差や凹凸による
つまずき、駐車場の路面の段差や凹凸によ
るつまずき、床に置かれた商品や荷物用台
車等でのつまずきの順になっています。ま
た、店員が回収中のショッピングカートや
移動中の荷物用台車に衝突されたことよる
転倒事故も起きています。
　転倒事故の年齢層別・性別の件数をみる
と、女性が７割以上（男性の３倍）を占め
ています（図表Ⅰ-１-２-11）。また、高齢に
なるにつれて、骨折など治療期間が１か月
以上のけがになる割合が高い傾向にありま
す。高齢者は、足元や周囲に想定外の変化
があった時、その対応が遅れがちになるた
め、特に注意が必要です。
　店舗での転倒事故は、店舗のフロアーや
駐車場等の状態（水濡れ、凹凸等）だけが
原因ではなく、消費者自身が注意を十分に
払っていないことも関係しています。買物
中は商品に気を取られがちですが、次のよ
うな点に注意を払い、事故に遭わないよう
買物をしましょう。①床の水濡れや野菜等

店舗・商業施設で買物中の転倒事
故
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図表Ⅰ-1-2-10 店舗における事故の状況

（備考）　 消費者庁公表資料（2016年12月 7 日）

転倒事故
602件、71.2％

転倒以外
の事故

243件、28.8％
店内の床滑り

（水濡れ、落下物、
その他）

350件、58.1％

店内でのつまずき
（段差、凹凸、商品床置き等）

119件、19.8％

（N＝845）

（N＝602）

駐車場等の屋外での
つまずき、滑り

（駐車場の段差、凹凸、
マンホール蓋等）
78件、13.0％

店内での衝突等
（荷物用台車、カート等）

55件、9.1％

転倒事故

16）生体に傷害を与えること。
17�）店舗・商業施設には、買物を主としたスーパー、コンビニエンスストアー、ショッピングモール等、百貨店、量
販店、ホームセンター、ドラッグストアー、ディスカウントショップ、個人商店を含み、飲食店、店内のフードコー
ト及びゲームコーナー、スポーツ施設、ホテル・旅館等、主に買物以外を目的とする店舗は含まない。
18�）消費者庁「店舗・商業施設で買い物中の転倒事故に注意しましょう～師走・クリスマス・お正月の買い物は注意
して～」（2016年12月７日公表）
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の落下物に注意、②足元の段差や床に置か
れた商品や台車に注意、③搬送中のショッ
ピングカートや荷物用台車の動きに注意、
④駐車場の路面やマンホールや側溝の蓋に
注意。また、もし危険だと感じた時は、お
店の方に申し出て、安全策をとってもらい
ましょう。

　店舗・商業施設での事故のうち、前述の
転倒事故以外のものとして、店舗用ショッ
ピングカート（以下「ショッピングカート」

という。）での子供の事故があります。
　スーパーマーケットやショッピングモー
ル等の店舗には、購入する商品を運ぶため
のショッピングカートがあり、日常的に多
くの消費者に利用されています。ショッピ
ングカートには商品だけを載せるもののほ
か、幼児座席のあるもの、乳児も乗せられ
るものなど複数の種類があり、子供を座席
に乗せて買物をする姿もよく見受けられま
す。そのような状況の中、子供がショッピ
ングカートから落ちてしまった、ショッピ
ングカートに乗ったまま転倒してしまった
などの事例が医療機関ネットワークに多く
寄せられています。頭部や顔面にけがを

店舗用ショッピングカートでの子
供の事故

018○0411_Ⅰ-1-2-11 転倒事故件数と治療期間.xlsx

図表Ⅰ-1-2-11 転倒事故件数と治療期間

（備考）　 消費者庁公表資料（2016年12月 7 日）
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図表Ⅰ-1-2-10 店舗における事故の状況

（備考）　 消費者庁公表資料（2016年12月 7 日）
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転倒以外
の事故

243件、28.8％
店内の床滑り

（水濡れ、落下物、
その他）

350件、58.1％

店内でのつまずき
（段差、凹凸、商品床置き等）

119件、19.8％

（N＝845）

（N＝602）

駐車場等の屋外での
つまずき、滑り

（駐車場の段差、凹凸、
マンホール蓋等）
78件、13.0％

店内での衝突等
（荷物用台車、カート等）

55件、9.1％

転倒事故
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負ったり、中には骨折や頭蓋内損傷などの
重症になったりした事例も寄せられてお
り、国民生活センターが注意喚起を行って
います19。
　医療機関ネットワークには、「スーパー
マーケットで買物中に転倒した」、「ショッ
ピングセンターの金属の扉に走っていてぶ
つかった」など、スーパーマーケットや
ショッピングモール等の店舗内での事故情
報が2011年４月から2016年10月末までの間
に295件寄せられています（図表Ⅰ-１-２- 
12）。そのうち、ショッピングカートに関
わる事故は118件と４割を占めていました。
年度別にみると2015年度が31件と最も多く
寄せられており、2016年度も多くの事故が
発生しています。
　ショッピングカートに関わる事故の被害
者を年齢別にみると、１歳の事故が35件と
最も多く、次いで２歳が31件となっており、
１歳以上３歳以下の幼児が７割以上（85件）
を占めていました。
　６歳以下の子供のショッピングカートに
関わる事故108件を危害部位別にみると、
頭部が61件と最も多く、次いで顔面が20件
であり、その他鼻や口に危害を生じたとい
う事例を合わせると、８割以上（91件）が
頭部から顔面の範囲に危害を生じていまし
た（図表Ⅰ-１-２-13）。特に頭部への危害が
目立ち、中には硬膜外血腫を生じた重症事
故も報告されています。乳幼児はまだ頭部
が柔らかく損傷を受けやすいことから、重
大な事故につながる可能性があると考えら
れます。
　子供をショッピングカートの幼児用座席

に乗せている時は、立ち上がったり身を乗
り出したりしないよう注意し、ベルトやハー
ネスがあればしっかり装着するなど、幼児
用座席から転落しないよう防止策をとりま
しょう。利用時には注意表示や座席の対象
年齢・月齢等をよく確認し、子供を座席以
外の部分に乗せたり、ショッピングカート
で遊ばせたりしないようにしましょう。

　虫歯予防や口の中の衛生のため、歯磨き
は大切な生活習慣です。また、乳幼児期か
ら子供用歯ブラシを使用して歯磨きをする
など、子供にとっても歯磨きは毎日の習慣
である一方で、歯ブラシをくわえたまま転
倒し、喉を突くなどの事故が発生していま
す。このようなことから、東京都20、消費
者庁及び国民生活センター21では、注意喚
起を行っています。

子供の歯磨き中の喉突き事故

019○0406_Ⅰ-1-2-12 店舗内での事故件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-12 店舗内での事故件数

（備考）　 1． 国民生活センター公表資料（2016年12月 7 日）
　　　　 2．2016年度は 2016年10月31日時点。
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19�）国民生活センター「医療機関ネットワークにみる店舗用ショッピングカートでの子どもの事故―転落時の頭部損
傷のリスクが高く、危険です！―」（2016年12月７日公表）
20�）東京都「子供の歯みがき中の事故に注意！」（2016年８月30日公表）
21�）消費者庁、国民生活センター「子供の歯磨き中の喉突き事故などに気を付けましょう！―６歳以下の子供の事故
が多数発生しています―」（2017年２月15日公表）
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　消費者庁と国民生活センターの共同事業
である医療機関ネットワーク事業の参画医
療機関からは、６歳以下の子供が歯磨き中
に歯ブラシをくわえたまま転倒して喉を突
き、口の中に刺さってけがをし、入院する
などの事故報告が寄せられています。2010
年12月から2016年12月末までに、６歳以下
の子供の事故情報が139件報告されていま
す。年齢別では、１歳児が最も多い64件、
次いで２歳児が42件、３歳児が17件でした
（図表Ⅰ-１-２-14）。
　発育途上にある子供は身体のバランスが
悪く転倒しやすく、歯ブラシによる喉突き
などの事故は、ちょっとした間に起きてし
まいます。事故防止のために、特に、事故

が多い１歳から３歳頃の子供が自分で歯磨
きをする時は、次のことを注意しましょう。
①保護者がそばで見守り、床に座らせて歯
磨きをさせましょう。子供が、歯ブラシを
口に入れたり手に持ったりしたまま歩き回
ると、転倒してけがをする危険があるので、
気を付けましょう。②子供用歯ブラシは、
喉突き防止カバーなどの安全対策を施した
ものを選ぶようにしましょう。③保護者が
仕上げ磨きをする際は、子供用歯ブラシは
きれいにする効果が不十分なので、仕上げ
用歯ブラシを使用しましょう。ただし、仕
上げ用歯ブラシは、喉突きなどの危険性が
高いため、子供には持たせず、使用後は子
供の手の届かない場所に置きましょう。ま

020○0406_Ⅰ-1-2-13 危害部位別件数.xlsx

図表Ⅰ-1-2-13 6 歳以下のショッピングカートに関わる事故における危害部位別件数

（備考）　 1． 国民生活センター公表資料（2016年12月 7 日）
　　　　 2． 2011年 4 月から2016年10月31日までに医療機関ネットワークに寄せられた事故情報。
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図表Ⅰ-1-2-14 子供の歯磨き中の事故

（備考）　 消費者庁、国民生活センター公表資料（2017年 2 月15日）
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た、箸やフォークなど歯ブラシ以外の場合
でも喉突き事故の危険性があるので、口に
入れたまま歩いたり、走ったりさせないよ
うにしましょう。

　経済協力開発機構（以下「OECD」とい
う。）は2016年６月23日から同月30日まで
を「ブラインド等窓カバーのひもの安全性
に関する国際啓発週間」とし、日本、米国、
EU、オーストラリア等の25の国と地域が
参加し、啓発に取り組みました（第２部第
１章第６節を参照。）。このOECD国際啓発
キャンペーンの一環として、消費者庁でも
注意喚起を行っています22。
　消費者庁が、厚生労働省「人口動態調査」
の調査票情報を入手・分析したところ、ブ
ラインド等のひもによる事故について、国
内でも2010年から2014年までの５年間で３
件の死亡事故（５歳未満）が確認されまし
た（図表Ⅰ-１-２-15）。死亡事故以外にも、
2007年以降、７件の事故が確認されており、
死亡事故を含めると計10件の事故が確認さ
れています。子供が、寝返りをしてベッド
から落ちた際に、ブラインドのひもが首に
食い込んだと推測される事例や、かくれん
ぼをしていたところ、誤ってブラインドの
ひもに首を掛け、締められてしまった事例
がありました。また、2016年６月のOECD
の調査では、世界15か国で、1996年以降に
死亡事故が250件以上把握されていること
が分かっています。
　家庭におけるブラインド類やスクリーン
類のひも部分、カーテン留め等のひも状部

分などが、子供の首に絡まると、気道閉塞
による窒息又は酸素欠乏による神経障害が
起こり、これによって15秒以内に気絶し、
２～３分で死亡する可能性があります。事
故は、保護者等が普段は安全だと思ってい
た寝室やリビング等で、突然、静かに発生
するため、保護者は事故が発生しても気付
かない可能性があります。
　子供が過ごす部屋のブラインド等には、
ひも部分がない等の安全性の高い商品を選
びましょう。また、既にひものあるブライ
ンド等を設置済みの場合は、クリップを取
り付けて、子供の手の届かない位置にひも
をまとめたり、ソファやベッドをブライン
ド等のひもの近くに設置しないようにしま
しょう。

ブラインド等のひもによる事故

022_I-1-2-15 起こり得る事故の状況のイメージ.pptx

図表Ⅰ-1-2-15 起こりうる事故の状況の
イメージ

（備考）　 1． 消費者庁公表資料（2016年 6 月29日）
　　　　 2． 出典：米国消費者製品安全委員会（CPSC）

22�）消費者庁「ブラインド等のひもの事故に気を付けて！―平成22年から26年までに３件の死亡事故―」（2016年６
月29日公表）
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　全国の消費生活センター等に寄せられた
消費生活相談の件数について、最近の推移
をみると、2013年から2015年にかけては年
間90万件を超えていましたが、2016年は
88.7万件となり、前年と比べ約５万件減少
しています（図表Ⅰ-1-3-1）。
　図表Ⅰ-1-3-1で長期的な相談件数の推移
をみると、2004年度がピークとなっていま
す。これは、架空請求に関する消費生活相
談が67.6万件と、相談全体の35.2％を占め
るほど急増したことが大きな要因として挙

げられます。その後、架空請求に関する相
談は大きく減少し、2011年には1.9万件と
なりました。しかし、再び増加傾向に転じ、
2016年は7.7万件となりました。総件数が
減少している中、架空請求に関する相談は
2016年も前年と同水準の件数となっており、
この数年では一番多く、全体の8.6％を占
めています。スマートフォンの普及により、
身に覚えのないデジタルコンテンツの利用
料や会費等についての請求メールが届く
ケースが増え、相談が多数寄せられている
ことが増加の要因として挙げられます。
　そのほか、2016年の消費生活相談件数が、
この数年と同様に依然として高水準である
要因として、消費生活にこれまで以上に情
報化が浸透していることが挙げられます。
　第１部第２章でも紹介するように、携帯

消費生活相談の概況第 ３節

（ １）2016年の消費生活相談の概況

全国の消費生活相談は前年より減
少

023○0407_Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 1984～2006年度は、国民生活センター「消費生活年報2016」による「年度」データを集計。2007～2016年は「年」データを集計。
　　　　 3． 「架空請求」とは、身に覚えのない代金の請求に関するもの。2000年度から集計。
　　　　 4． 2007年以降は経由相談のうち「相談窓口」を除いた相談件数を集計。
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電話が普及する中、特にスマートフォンへ
の移行により、従来に比べ消費者一人一人
がウェブサイトにアクセスする機会が増え
ています。それにより、インターネット通
販で商品やサービスを購入する機会が増え
たり、ウェブサイトを利用して様々な情報
を簡単に入手できるようになったりする
等、便利になった反面、トラブルに巻き込
まれるケースも比例的に増加しています。
また、ソーシャルメディアを通じてコミュ
ニケーションの在り方も多様化し、メリッ
トもある一方、そこからトラブルへとつな
がっている相談も目立つようになってきて
います。
　さらに、65歳以上の高齢者の生活にもこ
れまで以上に情報化が浸透していることも
大きな要素の一つです。
　一方、2014年と比べ、2015年、2016年と
相談件数がやや減少している要因として、
ここ数年深刻であった高齢者における金融

商品への投資等に関する相談が徐々に減少
してきていることが挙げられます。
　そのほか、消費者行政や様々な主体によ
る消費者への普及啓発、情報提供等により、
消費者被害の未然防止の効果が徐々に現れ
ている、また自分自身で早めに解決するよ
うになっているとも考えられます。
　少子高齢化による人口の影響を除いて、
2007年以降の相談件数の推移をみていく
と、年齢層により増減の動きが異なります
（図表Ⅰ-1-3-2）。1,000人当たりの相談件
数は2007年では30歳代が最も多く11.5件で
したが、2016年は7.1件と減少しています。
20歳代も2007年は10.8件であったのが、
2016年は6.2件になっており、長期的に減
少傾向にあります。また20歳未満は、2007
年1.7件から2016年は1.0件と、他の年齢層
に比べ人口で調整しても低い水準にあり、
20歳代と同様減少しています。
　他方、65歳以上は2007年が5.5件でした

024○0414_Ⅰ-1-3-3 消費生活相談の商品・サービス別の件数・既支払額（2016年）.xlsm

図表Ⅰ-1-3-3 消費生活相談の商品・サービス別の件数・平均既支払額（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 縦軸は商品別分類の相談件数。横軸の商品別分類の幅の長さは平均既支払額を示している。
　　　　 3． 各商品別分類項目は相談件数の多い順に並んでいる。
　　　　 4． 平均既支払額は無回答（未入力）を 0と仮定して、消費者庁で算出している。
　　　　 5． 「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
　　　　 6． 「金融・保険サービス」の内訳は、融資サービス、預貯金・投資商品等、保険で、その件数の内訳を割合で示している。
　　　　　　 平均既支払額の内訳を割合で示したものではない。「金融・保険サービス」の平均既支払額は、 融資サービスでは11.6万円、預貯金・

投資商品等では265.4万円、保険では48.9万円。
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図表Ⅰ-1-3-2 人口1,000人当たりの消費生活相談件数の推移

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）、及び総務省「人口推計」（各年10月 1 日現在）に
より作成。

　　　　 2． 平均は、年齢無回答・未入力の相談を含む。
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が、2016年には7.1件と増加しています。
80歳以上についてみると、2007年は4.3件
でしたが、増加傾向が顕著で、特に2013年
には8.4件と急増しています。これはその
時期に目立った「健康食品の送りつけ商法」
があったことが影響しています。
　このように、人口要因を除いてみると若
年層では減少、高齢層では増加と、年齢層
で傾向が異なっています。平均では、2007
年が8.1件であったのに対し、2016年は7.0
件となっています。1,000人当たりの相談
件数が減少しているということは、全体と
しては相談する人が減っていることを意味
していますが、人口規模が大きくなってい
る高齢層で、1,000人当たりの相談が増加
していることがけん引して、最近の相談総
件数に表れていることがうかがえます。な
お、近年の高齢層の相談の増加の背景には、

高齢者を対象とした詐欺的手口の増加や、
早めの相談を促す啓発活動の効果、見守り
体制の強化による相談の掘り起しが浸透し
ている等の可能性もあります。

　2016年の消費生活相談を、相談件数と相
談１件当たりの実際に支払った金額（平均
既支払額）の関係でみたところ、デジタル
コンテンツやインターネット接続回線等の
「通信サービス」が約26万件と最も相談件
数が多く、相談全体の約３割を占め、他の
商品・サービスの相談と比べ突出していま
す（図表Ⅰ-1-3-3）。２番目に相談件数が

「通信サービス」に関する相談件
数が突出
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図表Ⅰ-1-3-3 消費生活相談の商品・サービス別の件数・平均既支払額（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 縦軸は商品別分類の相談件数。横軸の商品別分類の幅の長さは平均既支払額を示している。
　　　　 3． 各商品別分類項目は相談件数の多い順に並んでいる。
　　　　 4． 平均既支払額は無回答（未入力）を 0と仮定して、消費者庁で算出している。
　　　　 5． 「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
　　　　 6． 「金融・保険サービス」の内訳は、融資サービス、預貯金・投資商品等、保険で、その件数の内訳を割合で示している。
　　　　　　 平均既支払額の内訳を割合で示したものではない。「金融・保険サービス」の平均既支払額は、 融資サービスでは11.6万円、預貯金・

投資商品等では265.4万円、保険では48.9万円。
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多い「金融・保険サービス」の約6.9万件
と４倍近い差がみられます。また、「通信
サービス」の相談１件当たりの平均既支払
額は2.7万円となっています。相談件数が
２番目に多い「金融・保険サービス」は、
平均既支払額が74.7万円と高額です。「金
融・保険サービス」のうち、「ファンド型
投資商品」や「公社債」等の投資に関する
相談件数は、前年を下回っているものの、
平均既支払額は増加しています。
　相談件数が３番目である「教養娯楽品」
には、新聞やスマートフォン、パソコンソ
フトやパソコン関連用品、腕時計等、様々
な商品が含まれています。また、４番目の
「食料品」には2016年は後述する健康食品
の定期購入の契約トラブルが多く含まれて
います。５番目の「他の役務」には、様々
な専門サービスが含まれますが、2016年で
は、主なものとしてアダルト情報サイトの
架空請求トラブルに巻き込まれた消費者
が、解決するため相談したところ高額な請
求を受けた等の「興信所」に関する相談が
挙げられます。

　相談１件当たりの平均金額について、請
求された又は契約した金額である「契約購
入金額」と実際に支払った金額である「既
支払額」とでそれぞれの推移をみると、全
体、65歳以上の高齢者、65歳未満の全てに
おいてすう勢として減少しているものの、
2016年は高齢者の契約購入金額以外は前年
よりやや増えており、全体の平均は、１件
当たり契約購入金額が約106万円、既支払
額は約42万円となっています（図表Ⅰ-1-
3-4）。
　また、2016年に寄せられた相談全体の契
約購入金額及び既支払額それぞれの総額を
見ると、契約購入金額総額は4329億円、既
支払額総額は1494億円と前年を下回りまし
た。このうち高齢者に関するものは、契約
購入金額では1326億円と全体の30.6％を占
め、既支払額では617億円と全体の41.3％
を占めています（図表Ⅰ-1-3-5）。
　高齢者の相談1件当たりの平均金額は低く
なってきているものの、平均既支払額は約
69万円で、65歳未満の約30万円を40万円近
く上回り、２倍以上であること、前年より

相談 １件当たりの平均金額は減少
傾向
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図表Ⅰ-1-3-4 平均契約購入金額・平均既支払額の推移

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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やや増加していること、また、相談全体の
既支払額総額の約４割を高齢者が占めてい
ることから、高齢者の消費者被害は高額で、
依然として深刻であることを示しています。

　2016年の消費生活相談について、属性別
での状況をみると、年齢層別では65歳以上
の高齢者が27.5％を占め、高齢者の割合が
大きいことが分かります（図表Ⅰ-1-3-
6）。さらに、10歳ごとの区分でみると40歳
代が15.8％と最も大きな割合を占め、次い
で60歳代、50歳代の順となっています。

　性別では、女性が49.0％、男性が46.6％
とやや女性が多くなっています。職業等別
では、給与生活者が38.6％と最も多く、次
いで無職が24.7％となっています。無職の
割合が大きいのは、高齢者の相談が多いこ
とと連動しています。
　性別により寄せられる相談件数に大きな
差がある商品・サービスは、女性が男性の
２倍以上の「食料品」、「被服品」、「保健衛
生品」、｢クリーニング｣、「教育サービス」、
「保健・福祉サービス」と、男性が女性の
２倍以上の「車両・乗り物」です。
　さらに性別、年齢層別に区分してみると、
相談件数は60歳代男性が約7.1万件、40歳
代女性が約7.4万件と、それぞれの性別に

属性別にみた2016年の相談状況
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図表Ⅰ-1-3-5 契約購入金額総額・既支払額総額

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-3-6 属性別相談状況（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-4 平均契約購入金額・平均既支払額の推移

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。

45.4 
52.9 53.2 

62.3 67.9 
59.6 

52.2 
43.3 39.1 41.9 

94.0 
105.9 108.2 

136.2 136.7 

115.8 

81.2 75.0 
66.2 69.0 

35.5 39.7 39.1 40.4 46.5 39.6 38.6 
31.0 28.6 30.5 

127.5 
153.1 152.5 150.8 144.3 138.7 

125.3 122.7 
104.7 105.9 

173.1 

201.7 192.2 

220.2 222.1 
201.7 

157.6 
171.3 

137.6 133.2 

116.2 
139.1 140.2 

127.0 119.1 115.2 106.3 102.3 
89.8 91.9 

0

250
（万円）

50

100

200

150

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
（年）

65歳以上 65歳未満全体

0

160
（万円）平均契約購入金額 平均既支払額

60
40
20

80
100

140
120

200820072007 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
（年）

第
１
部

第
１
章
　
第
３
節
　
消
費
生
活
相
談
の
概
況

27



おいて最も多くなっています（図表Ⅰ-1-
3-7）。その他、40歳代男性の相談件数が約
6.5万件となっています。
　商品・サービス別では、性別を問わず幅
広い年齢層で「通信サービス」が共通して
大きな割合を占めていますが、これはウェ
ブサイトを利用したデジタルコンテンツ
や、インターネット接続回線、携帯電話サー
ビス等に関する相談が多いことによるもの
です。また、70歳代女性では「金融・保険
サービス」の相談件数が多く、割合も１割
を超えていることから、金融商品への投資
勧誘等のターゲットとなり、トラブルに巻
き込まれていることがうかがえます。
　次に、商品・サービスを更に詳細に区分
して上位商品をみると、アダルト情報サイ
トや何らかのウェブサイトに関連する「デ

ジタルコンテンツ」についての相談が最も
多く、他の商品･サービスを大きく引き離
しています（図表Ⅰ-1-3-8）。また、２番
目に多いのは「インターネット接続回線」
となっており、ウェブサイトのコンテンツ
と、それを利用するための通信サービス等
のインターネットに関連した商品･サービ
スについての相談が大きな割合を占めてい
ることが分かります。
　年齢層別にみても、70歳代までの各年齢
層で「デジタルコンテンツ」についての相
談が最も多く寄せられており、「インター
ネット接続回線」についての相談も年齢層
を問わず多くなっています。その他、幅広
い年齢層で相談が多いのは、「不動産貸借」、
「フリーローン･サラ金」、「工事・建築」、
「携帯電話サービス」です。

028○0414_Ⅰ-1-3-7 消費生活相談の性別・年齢層別の商品・サービス(2016年）.xlsx

図表Ⅰ-1-3-7 消費生活相談の性別・年齢層別の商品・サービス（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「その他商品」とは、商品別分類のうち「光熱水品」、「保健衛生品」、「車両・乗り物」、「土地・建物・設備」、「他の商品」の合

計。「その他商品関連サービス」とは、「クリーニング」、「工事・建築・加工」、「修理・補修」、「管理・保管」の合計。「その他
サービス」とは、「役務一般」、「運輸サービス」、「教育サービス」、「教養・娯楽サービス」、「内職・副業・ねずみ講」、「他の行
政サービス」の合計。

　　　　 3．「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
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　年齢層別には、20歳代で「エステティッ
クサービス」、20歳代から60歳代までで「四
輪自動車」が上位にあります。また、20歳
未満と80歳以上の各年齢層で「健康食品（全

般）」及び「他の健康食品」が上位にあり
ます。また、30歳代から50歳代までにおい
ても「他の健康食品」が上位にみられます
が、これは健康食品を中心とした「定期購

029○0414_Ⅰ-1-3-8 消費生活相談件数の多い商品・サービス（年齢層別、2016年）.xlsx

図表Ⅰ-1-3-8 消費生活相談件数の多い商品・サービス（年齢層別、2016年）

（備考）　 1．PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．総数には、年齢が無回答（未入力）も含まれる。

順位

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 21,705 総件数 77,641 総件数 108,805 総件数 140,210

1 デジタルコンテンツ 10,940 デジタルコンテンツ 15,932 デジタルコンテンツ 21,749 デジタルコンテンツ 33,492

2 他の健康食品 877 不動産貸借 6,022 不動産貸借 8,822 不動産貸借 7,058

3 テレビ放送サービス 715 エステティックサービス 3,352 フリーローン・サラ金 4,365 インターネット接続回線 6,547

4 商品一般 412 フリーローン・サラ金 3,070 インターネット接続回線 4,304 フリーローン・サラ金 5,423

5 不動産貸借 324 インターネット接続回線 2,905 商品一般 3,148 商品一般 4,598

6 基礎化粧品 322 商品一般 2,330 四輪自動車 2,469 携帯電話サービス 3,245

7 インターネット接続回線 310 四輪自動車 2,069 複合サービス会員 2,292 工事・建築 2,969

8 健康食品（全般） 286 モバイルデータ通信 1,703 携帯電話サービス 2,270 四輪自動車 2,796

9 携帯電話サービス 256 携帯電話サービス 1,573 工事・建築 2,164 他の健康食品 2,203

10 相談その他（全般） 237 他の内職・副業 1,445 他の健康食品 1,516 修理サービス 1,826

順位

50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 122,682 総件数 133,736 総件数 110,754 総件数 63,365

1 デジタルコンテンツ 30,525 デジタルコンテンツ 31,412 デジタルコンテンツ 15,414 商品一般 4,297

2 インターネット接続回線 6,372 インターネット接続回線 7,924 商品一般 7,550 工事・建築 3,321

3 商品一般 4,880 商品一般 6,440 インターネット接続回線 5,571 デジタルコンテンツ 2,910

4 不動産貸借 4,783 工事・建築 5,131 工事・建築 4,686 新聞 2,665

5 フリーローン・サラ金 4,450 フリーローン・サラ金 4,120 社会保険 2,933 他の健康食品 2,091

6 工事・建築 3,373 不動産貸借 3,587 フリーローン・サラ金 2,273 インターネット接続回線 2,055

7 携帯電話サービス 2,509 携帯電話サービス 2,342 相談その他（全般） 2,266 健康食品（全般） 1,788

8 四輪自動車 2,236 修理サービス 2,170 不動産貸借 2,164 修理サービス 1,544

9 他の健康食品 1,723 四輪自動車 1,845 修理サービス 2,135 相談その他（全般） 1,377

10 修理サービス 1,686 相談その他（全般） 1,828 新聞 2,004 ふとん類 1,165

順位

65歳以上（再掲） 総数

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 244,276 総件数 886,674

1 デジタルコンテンツ 34,017 デジタルコンテンツ 170,819

2 商品一般 15,364 インターネット接続回線 40,464

3 インターネット接続回線 11,951 商品一般 40,140

4 工事・建築 10,744 不動産貸借 39,885

5 新聞 5,460 フリーローン・サラ金 27,796

6 フリーローン・サラ金 5,013 工事・建築 26,288

7 修理サービス 4,931 携帯電話サービス 16,664

8 不動産貸借 4,910 四輪自動車 14,487

9 他の健康食品 4,728 相談その他（全般） 14,051

10 社会保険 4,653 他の健康食品 13,733
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入」契約のトラブルによる相談の増加が影
響しています。
　近年、高齢層で多かった「ファンド型投
資商品」等の金融商品が全ての年齢層にお
いて上位商品となっていない点が2016年の
特徴です。

　2016年の相談を、学生別に小学生、中学
生、高校生、大学生等と分類してみると、
前述した年齢層別の相談状況と同様に、イ
ンターネットを利用した、アダルト情報サ
イト、オンラインゲーム等の「デジタルコ
ンテンツ」23がそれぞれ最も多いという点
は共通しています（図表Ⅰ-1-3-9）。
　「デジタルコンテンツ」のほかには、小
学生の場合はトレーディングカード等の
「他の玩具・遊具」や、「電子ゲームソフト」
といった、オンライン以外のゲーム関係が
みられます。中学生では健康食品、携帯電

話や「学習塾」がみられます。高校生では
ダイエットサプリメント等の健康食品、「基
礎化粧品」、コンサートチケット等の「コ
ンサート」等、インターネット通販を利用
してのトラブルがみられます。大学生等に
なると「不動産貸借」、「テレビ放送サービ
ス」、「インターネット接続回線」といった、
一人暮らしを始めた際にトラブルに遭いや
すい商品・サービスについての相談が上位
となる点が特徴的です。また、「エステ
ティックサービス」も20歳代と同様、上位
に来ています。また、「興信所」は、主に
スマートフォン等でアダルト情報サイトに
アクセスして請求を受け、被害救済を目的
に相談をしたものの高額請求を受けたとい
うトラブルが増えていることにより、上位
に来ているものと考えられます。

学生の相談はインターネット利用
のトラブルが上位
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図表Ⅰ-1-3-9 学生別の相談が多い商品・サービス（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「他の学生」を「大学生等」としている。

順位

小学生 中学生 高校生 大学生等

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 1,816 総件数 4,231 総件数 6,003 総件数 16,914 

1 デジタルコンテンツ 1,507 デジタルコンテンツ 3,099 デジタルコンテンツ 2,840 デジタルコンテンツ 4,440 

2 他の玩具・遊具 27 他の健康食品 124 他の健康食品 421 不動産貸借 907 

3 商品一般 19 商品一般 76 基礎化粧品 156 テレビ放送サービス 906 

4 電子ゲームソフト 18 健康食品（全般） 42 健康食品（全般） 129 インターネット接続回線 834 

5 歯科治療 16 学習塾 39 商品一般 122 エステティックサービス 713 

6 スポーツ・健康教室 12 基礎化粧品 36 コンサート 91 商品一般 400 

7 携帯電話サービス 11 携帯電話サービス 29 相談その他（全般） 86 他の健康食品 303 

8 医療サービス 10 野菜飲料コンサート 28 酵素食品 85 役務その他サービス 282 

9
他の健康食品
電子ゲーム玩具
遊興施設利用

8 携帯電話 27 野菜飲料 82 モバイルデータ通信 277 

10 相談その他（全般） 7 酵素食品 25 携帯電話サービス 72 興信所 273 

23）他に漫画サイト、アニメサイト、占いサイト、内容不明の有料情報サイトに関する相談など。
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　65歳以上の高齢者に関する消費生活相談
件数について、この10年間の推移をみると、
2013年の26.5万件以降減少傾向にあり、
2016年は24.4万件で前年を下回りました
（図表Ⅰ-1-3-10）。しかし、2012年以前と
比較すると、依然として高水準にあるとい
えます。
　また、５歳単位で内訳をみると、この10
年間で60歳代後半で1.6倍、70歳代前半で1.3
倍、70歳代後半で1.6倍、80歳代前半で1.8倍、
85歳以上で2.5倍と、年齢が高い層ほど増
加傾向が強く、トラブルの当事者の高年齢
化が進んでいます。
　高齢者に関する消費生活相談のうち上位
商品を2010年、2013年、2016年と最近の３
年ごとにみると、数年でもトラブルの内容

の変化が確認できます。2010年は「フリー
ローン・サラ金」に関する相談が最も多く、
「未公開株」など金融商品への投資に関す
る相談が上位にあります。2013年は「健康
食品の送り付け商法」の影響で、健康食品
に関する相談が多く、上位に来ています。
また、この年は「ファンド型投資商品」が
金融商品への投資に関する相談の主なもの
でした。2016年は「商品一般」以外では「ア
ダルト情報サイト」、「光ファイバー」やデ
ジタルコンテンツ等のインターネットに関
連した相談で上位が占められています（図
表Ⅰ-1-3-11）。

　高齢者に関する消費生活相談が多い中
で、認知症等の高齢者24に関する相談件数

高齢者に関する消費生活相談件数
は依然として高水準

高齢者・障害者等に関する見守り
の強化は重要

031○0412_Ⅰ-1-3-10 高齢者の消費生活相談件数.xlsx

図表Ⅰ-1-3-10 高齢者の消費生活相談件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 契約当事者が65歳以上の相談。

2016
（年）
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0

300,000
（件）

250,000

200,000
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100,000

50,000
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9,195
10,423 11,460

14,283
15,884 17,061

25,785 23,298 23,500
23,077

21,817 23,486 25,695
29,696

32,672 34,826

52,479 44,806 43,787
40,288

30,672 32,321 32,951 36,231
41,081 42,368

58,284 53,275 51,721 49,017

45,787 46,508 46,360 50,153 56,466 56,148
70,263 71,017 66,912 61,737

44,456 47,619 46,894 49,103 51,027 49,822 58,638 66,311 68,300 70,157

151,927 160,357
163,360

179,466
197,130 200,225

265,449 258,707 254,220
244,276
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図表Ⅰ-1-3-9 学生別の相談が多い商品・サービス（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「他の学生」を「大学生等」としている。

順位

小学生 中学生 高校生 大学生等

商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数 商品・サービス 件数

総件数 1,816 総件数 4,231 総件数 6,003 総件数 16,914 

1 デジタルコンテンツ 1,507 デジタルコンテンツ 3,099 デジタルコンテンツ 2,840 デジタルコンテンツ 4,440 

2 他の玩具・遊具 27 他の健康食品 124 他の健康食品 421 不動産貸借 907 

3 商品一般 19 商品一般 76 基礎化粧品 156 テレビ放送サービス 906 

4 電子ゲームソフト 18 健康食品（全般） 42 健康食品（全般） 129 インターネット接続回線 834 

5 歯科治療 16 学習塾 39 商品一般 122 エステティックサービス 713 

6 スポーツ・健康教室 12 基礎化粧品 36 コンサート 91 商品一般 400 

7 携帯電話サービス 11 携帯電話サービス 29 相談その他（全般） 86 他の健康食品 303 

8 医療サービス 10 野菜飲料コンサート 28 酵素食品 85 役務その他サービス 282 

9
他の健康食品
電子ゲーム玩具
遊興施設利用

8 携帯電話 27 野菜飲料 82 モバイルデータ通信 277 

10 相談その他（全般） 7 酵素食品 25 携帯電話サービス 72 興信所 273 

24�）トラブルの当事者が65歳以上で、精神障害や知的障害、認知症等の加齢に伴う疾病等、何らかの理由によって十
分な判断ができない状態であると消費生活センター等が判断したもの。以下同じ。
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は、高齢者全体と同様、2013年以降は減少
傾向にありますが、この10年の推移でみる
と依然として高水準にあります（図表Ⅰ-1-
3-12）。高齢者全体では本人から相談が寄
せられる割合は約８割であるのに対し、認
知症等の高齢者に関する相談では、本人以
外から相談が寄せられることが多く、本人
からの相談は２割に満たない状況です。
　2016年の認知症等の高齢者の相談を販売
購入形態別にみると、「訪問販売」の割合
が高齢者全体より大きいことが特徴です
（販売購入形態別の相談については後述。）。

「訪問販売」のうち、具体的には「新聞」
や「屋根工事」、「浄水器」等が主な商品・
サービスとなっています。
　認知症等の高齢者は事業者からの勧誘や
契約締結の場面で必要な判断能力が不十分
な状態にあるために、一般の高齢者よりト
ラブルに遭いやすい状況にあります。また、
一般の高齢者よりもトラブルに遭っている
という認識が低く、問題が顕在化しにくい
傾向にあります。
　以上のことからも、消費者トラブルに巻
き込まれないよう、特に周囲の見守りが必
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図表Ⅰ-1-3-11 高齢者の商品・サービス別上位相談件数（上位 5商品）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．品目は商品キーワード（小分類）。

2010年 件数 2013年 件数 2016年 件数

1 フリーローン・サラ金 12,286 健康食品（全般） 25,767 商品一般 15,364 

2 商品一般 9,130 商品一般 16,256 デジタルコンテンツ（全般） 14,879 

3 未公開株 5,273 他の健康食品 14,803 アダルト情報サイト 11,605 

4 新聞 4,800 ファンド型投資商品 11,260 光ファイバー 9,086 

5 アダルト情報サイト 3,607 アダルト情報サイト 8,200 他のデジタルコンテンツ 6,178 
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図表Ⅰ-1-3-12 認知症等の高齢者に関する相談件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 契約当事者が65歳以上の「判断不十分者契約」に関する相談。
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要なことが分かります。
　また、障害者等25に関する相談において
も、本人以外から寄せられることが多く、
本人が十分に判断できない状態にもかかわ
らず、事業者に勧められるままに契約した
り、買物や借金を重ねたりするといった
ケースがみられます（図表Ⅰ-1-3-13）。
　トラブルの未然防止や被害の拡大防止に
は、周囲の気付きが不可欠です。家族のみ
ならず、近隣住民や福祉事業者、行政機関
等が協力して、見守りを強化していくこと
が重要です。
　また、本人に代わって財産管理を行った
り、判断を助けたり、本人が行った不利な
行為を取り消したりして、本人を守る役割
を持つ成年後見制度の活用も、判断能力の
不十分な方々の保護や支援に有用です。

　どのような購入の経緯でトラブルとなっ
ているか、販売購入形態別の消費生活相談
割合の５年間の推移をみていくと、全体で
は「店舗購入」の割合が2012年の32.5％か
ら徐々に減少し、2016年は27.7％となって
いる一方で、「通信販売」（「インターネッ
ト通販」と「インターネット通販以外の通
信販売」の合計。以下この項において同じ。）
が2012年の29.7％から2016年は35.6％へと
増加しています。細かくみていくと、「イ
ンターネット通販」の割合が19.4％から
26.8％へと増加したことも確認できます
（図表Ⅰ-1-3-14）。
　65歳未満に関する相談は、全体と同様、
「店舗購入」の割合が減少していく一方で、
「通信販売」が2012年の36.2％から2016年

販売購入形態別では「通信販売」
の割合が増加
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図表Ⅰ-1-3-13 障害者等に関する相談件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「心身障害者関連」又は「判断不十分者契約」に関する相談。
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図表Ⅰ-1-3-11 高齢者の商品・サービス別上位相談件数（上位 5商品）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．品目は商品キーワード（小分類）。

2010年 件数 2013年 件数 2016年 件数

1 フリーローン・サラ金 12,286 健康食品（全般） 25,767 商品一般 15,364 

2 商品一般 9,130 商品一般 16,256 デジタルコンテンツ（全般） 14,879 

3 未公開株 5,273 他の健康食品 14,803 アダルト情報サイト 11,605 

4 新聞 4,800 ファンド型投資商品 11,260 光ファイバー 9,086 

5 アダルト情報サイト 3,607 アダルト情報サイト 8,200 他のデジタルコンテンツ 6,178 
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図表Ⅰ-1-3-12 認知症等の高齢者に関する相談件数

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 契約当事者が65歳以上の「判断不十分者契約」に関する相談。
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25�）トラブルの当事者が心身障害者又は判断能力の不十分な方々であると消費生活センター等が判断したもの。
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035○0428_Ⅰ-1-3-14 販売購入形態別相談割合の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-14 販売購入形態別相談割合の推移

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 2013年 2 月21日以降、特定商取引法改正により「訪問購入」が新設されている。
　　　　 3． 「インターネット通販」の相談については、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、アダルト情報サイトに

代表される、ウェブサイトを利用したサイト利用料、オンラインゲーム等のデジタルコンテンツも、消費生活相談情報では「インター
ネット通販」に入るため、データの見方には注意が必要。

　　　　 4． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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は43.5％へと増加しており、2016年は「イ
ンターネット通販」が34.8％と、29.9％の「店
舗購入」を上回る状況となっています。
　65歳以上の高齢者に関する相談は、65歳
未満と比べ「訪問販売」、「電話勧誘販売」
の割合が大きいことが特徴です。しかし、
「電話勧誘販売」の割合は減少傾向にあり
ます。一方、「インターネット通販」の割
合が徐々に増加し、2016年は15.2％で、
15.5％の「訪問販売」とほぼ同じ割合になっ
ています。図表Ⅰ-1-3-11で2016年の高齢
者に関する消費生活相談の上位商品・サー
ビスに、インターネットに関連したものが
占めるようになったことを紹介しました
が、ここでも最近は高齢者でも「インター
ネット通販」におけるトラブルが増えてい
ることが分かります。
　また、65歳以上の高齢者のうち認知症等
の高齢者の相談について、2016年の相談状
況をみると、先に述べたように「訪問販売」
が40.7％を占めていることが特徴的で、「電
話勧誘販売」の割合が大きく、他方「店舗
購入」、「通信販売」の割合が小さいなど、
高齢者全体とも傾向が異なることが確認で
きます。

　先の図表Ⅰ-1-3-14で紹介した「通信販
売」の中の「インターネット通販」に関す
る相談については、ウェブサイトで消費者
が購入したい商品を注文して、その商品が
数日のうちに自宅に届く、又はサービスを
利用するために予約をするといった、いわ
ゆる通常のインターネット通販よりも広い
概念を含んでいます。
　「アダルト情報サイト」に代表される、
ウェブサイトの利用料、「オンラインゲー
ム」等の「デジタルコンテンツ」も、消費
生活相談情報では「インターネット通販」
に入るため、データの見方には注意が必要
です。
　そこで、2016年の「インターネット通販」
を「デジタルコンテンツ」と「デジタルコン
テンツ」以外の商品・サービスに分類して
みると、「デジタルコンテンツ」が63.0％、�
「デジタルコンテンツ」以外の商品・サー
ビスが36.9％と、６割以上が「デジタルコ
ンテンツ」に関する相談であることが分か
ります（図表Ⅰ-1-3-15）。
　相談の具体的な主な商品･サービスは、

「通信販売」の中では「インター
ネット通販」に関する相談が増加

036○0413_Ⅰ-1-3-15 「インターネット通販」の商品・サービス別構成比(2016年).xlsx

図表Ⅰ-1-3-15 「インターネット通販」の商品・サービス別構成比（2016年）

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 「他の相談」は0.05％未満のためグラフに表示していない。

63.010.026.9

商品　26.9％ サービス　73.1％

サービス（デジタルコンテンツ以外） デジタルコンテンツ

デジタルコンテンツ：主な例
・アダルト情報サイト
・出会い系サイト
・オンラインゲーム　等

36.9％

0 20 40 60 80
（％）
100

サービス（デジタルコンテンツ以外）：主な例
・興信所
・副業
・モバイルデータ通信　等

商品：主な例
・健康食品
・化粧品
・パソコンソフト　等
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図表Ⅰ-1-3-14 販売購入形態別相談割合の推移

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2． 2013年 2 月21日以降、特定商取引法改正により「訪問購入」が新設されている。
　　　　 3． 「インターネット通販」の相談については、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、アダルト情報サイトに

代表される、ウェブサイトを利用したサイト利用料、オンラインゲーム等のデジタルコンテンツも、消費生活相談情報では「インター
ネット通販」に入るため、データの見方には注意が必要。

　　　　 4． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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いわゆるインターネット通販においては、
商品は健康食品、化粧品、「パソコンソフト」
等が多く、サービスでは、アダルト情報サ
イトに関するトラブルに関連して「興信
所」、アフィリエイト等の副業、「モバイル
データ通信」等が主なものとして挙げられ
ます。
　「デジタルコンテンツ」では「アダルト
情報サイト」や「出会い系サイト」、「オン
ラインゲーム」等が多くなっています。

　トラブルになりやすい商法や手口には
様々なタイプのものがありますが、主なも
のを図表Ⅰ-1-3-16に挙げ、その相談件数
の推移も示しています。
　このうち、「架空請求」や「身分詐称」
が増加傾向にあります。「架空請求」は、
スマートフォン等にメールなどで、使った
覚えのないウェブサイト利用料の未納料金

についての請求が送られてくるという内容
が代表的です。「身分詐称」は、主に社会
保険料の還付金詐欺等の相談を表していま
す。
　他には、「サイドビジネス商法」について、
2015年以降の増加が目立っています。これ
は、アフィリエイト等の副業の相談が影響
しています。「二次被害」は、2016年に増
加がみられますが、アダルト情報サイトか
らの請求に関する探偵業者等への相談で二
次被害に遭ったというケースの急増を示し
ています。
　一方、数年前に非常に多かった「利殖商
法」や「劇場型勧誘」等の金融商品への投
資に関する商法・手口の減少が顕著となっ
ています。減少しているものの中には、手
口が消費者に少しずつ認知されることで被
害の未然防止につながり、相談件数が減っ
てきているものもありますが、悪質事業者
が新たな手口へ移ったために相談件数が
減った可能性のあるものもあります。

トラブルになりやすい商法や手口
に関する相談
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037○0413_Ⅰ-1-3-16 トラブルになりやすい商法・手口.xlsx

図表Ⅰ-1-3-16 トラブルになりやすい商法・手口

（備考）　 1． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
　　　　 2．「劇場型勧誘」は、2012年 4 月以降集計。

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2012-2016年 相談内容の商法・手口等

架空請求 37,988 38,297 61,717 76,471 76,536 身の覚えのない代金の請求。

身分詐称 6,368 10,742 20,958 23,170 22,869 販売員が公的機関や有名企業の職員や関係者であ
るかのように思わせる手口。

利殖商法 24,682 22,208 17,579 8,447 6,362 「値上がり確実」、「必ずもうかる」など利殖にな
ることを強調し、投資や出資を勧誘する手口。

販売目的隠匿 10,464 11,059 11,084 9,744 8,540 販売目的を隠した勧誘。

サイドビジネス商法 9,183 8,408 8,982 10,302 11,185 「内職・副業（サイドビジネス）になる」、「脱サ
ラできる」等をセールストークにした手口。

点検商法 5,406 6,237 5,974 5,835 5,713
「点検に来た」と来訪し、「水質に問題がある」、
「ふとんにダニがいる」など事実と異なることを
言う手口により誤認した相談等。

当選商法 11,426 7,818 4,919 4,049 3,215
「当選した」、「景品が当たった」等有利性を強調
して契約をさせる手口。海外宝くじのダイレクト
メールによる手口も含む。

二次被害 16,318 13,490 12,889 12,905 13,937 一度被害に遭った人を再び勧誘して、二次的な被
害を与える手口。

次々販売 9,034 8,756 7,856 6,968 6,307
一人の者に次々と契約をさせるような手口。勧誘
を断れない消費者につけ込んで、不必要とも思え
る商品を購入させるもの。

過量販売 2,437 2,511 2,488 2,272 1,938
必要以上の量や長期間の契約を迫り、結果として
高額な契約をさせる、複数年分に当たる商品を契
約させる、又は次々に役務提供契約を結ばせる販
売方法に関するもの。

SF商法 1,993 1,981 1,835 1,792 1,404
閉鎖的な空間に消費者を集客し、商品説明会と名
をうって消費者を興奮状態にしたり、消費者同士
の競争意識をあおり、最終的に商品の購入を募る
手口。

無料商法 28,841 31,591 34,324 27,533 22,689 「無料サービス」、「無料招待」、「無料体験」など
「無料」であることを強調し誤認させさせる手口。

劇場型勧誘 13,289 17,933 19,308 11,090 6,269
契約の相手先以外の第三者が、特定の消費者に対
し、何らかの利益が得られる等の勧誘を行い、契
約の成立をあおる手口。

ネガティブ･オプション 2,428 8,549 3,090 2,742 2,877

契約を結んでいないのに商品を勝手に送り付け、
商品を受領したことで、支払義務があると消費者
に勘違いさせて代金を支払わせようとする手口。
商品と一緒に請求書が同封されていたり、福祉目
的をうたい寄付と勘違いさせたりする手口。
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　グローバル化が進む中、消費者がイン
ターネット経由で気軽に海外事業者と取引
できるようになったこと等により、海外事
業者とのトラブルが発生しています。
　消費者庁では、消費生活センター等にお
ける相談受付機能を補完するため、2011年
11月から2015年３月まで「消費者庁越境消
費者センター」を開設し、越境消費者取引
でのトラブルに関する相談対応及び海外の
消費者相談機関との連携体制の構築に関す
る実証調査を行いました。その結果、この
期間に延べ１万件を超える相談に応じるな
ど越境消費者トラブルの解決支援に大きな
役割を果たしました｡

　さらに、2015年４月からは、相談体制を
整備し、事業として恒常的に行うことを目
的として、国民生活センターに移管し、「国
民生活センター越境消費者センター（CCJ：
Cross-border Consumer center Japan）」
と名称変更して、引き続き活動を行ってい
ます26。
　（CCJの具体的な取組内容及び海外の消
費者相談機関との連携体制の構築について
は、第２部第１章第６節を参照。）。

　CCJが受け付けた相談の件数は、2013年
から2016年までの４年間は毎年4,000件台
で推移しています（図表Ⅰ-1-3-17）。2016
年は4,468件で、取引類型別では「電子商
取引」が4,380件（98.0％）、「現地購入」が
75件（1.7％）、「その他」が13件（0.3％）

（ ２）越境取引に関わる消費生活相談

越境消費者センター（CCJ）の活
動

CCJに寄せられた相談の特徴

039○0405_Ⅰ-1-3-18 CCJで受け付けた相談の年代別割合の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-18 CCJが受け付けた相談の年齢層別割合

（備考）　 1． 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
　　　　 2． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-17 CCJが受け付けた相談（取引類型別）

（備考）　 1． 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
　　　　 2． 2015年は 4～ 5月は窓口を閉鎖していたため、他の年より 2か月間受付期間が短い（以下CCJについては同じ。）。
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2014 201520132012
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26�）2015年度は移管準備のため４～５月は相談窓口を閉鎖し、６月から相談受付を開始。
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でした。「電子商取引」、つまりインターネッ
ト取引によるものが引き続き大部分を占め
ています。
　2016年にCCJが受け付けた相談を性別で
みると、「女性」が55.1 ％と「男性」の
44.3％よりも多く、女性の割合が男性の割
合よりも多い傾向は2013年から続いていま
す。また、同様に職業別にみると、「給与
生活者」が41.9％と最も多く、「主婦・パー
ト・フリーター」が24.3％で続きます。こ
の傾向も2013年から続いています。

　CCJへの相談について年齢層別にみる
と、2016年に最も高い割合を占めているの
は「40歳代」で26.4％です（図表Ⅰ-1-3-
18）。次に高い割合を占めるのは「50歳代」

（22.3％）であり、２年連続の上昇により、
２年連続で低下した「30歳代」（19.6％）
を超えました。「50歳代」、「60歳代」、「70
歳以上」の相談割合はいずれも2014年から
2016年までの３年間で増えており、それぞ
れ12.8％（567件）から22.3％（996件）、5.4％
（239件）から10.7％（477件）、2.5％（110
件）から4.7％（210件）と、２倍近い増加
となっています。これには高年齢層のイン
ターネット利用率が上昇していることが影
響していると考えられます（第２章第１節
参照。）。

　CCJが受け付けた相談について商品・
サービス類型別割合の推移をみると、2016
年の「身の回り品」27は26.3％（1,176件）で、

50歳代、60歳代、70歳代の人の相
談割合が増加 2016年はソフトウェアに関する相

談割合が増加

039○0405_Ⅰ-1-3-18 CCJで受け付けた相談の年代別割合の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-18 CCJが受け付けた相談の年齢層別割合

（備考）　 1． 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
　　　　 2． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-1-3-17 CCJが受け付けた相談（取引類型別）

（備考）　 1． 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
　　　　 2． 2015年は 4～ 5月は窓口を閉鎖していたため、他の年より 2か月間受付期間が短い（以下CCJについては同じ。）。
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27�）「身の回り品」は、バッグ、財布、腕時計、装飾品、化粧品等を含み、有名ブランド品等が多い。
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2015年の35.6％（1,492件）より減少したも
のの、最も高い割合を占めています（図表
Ⅰ-1-3-19）。主な内容としては、2015年に
急増したＳＮＳの広告を通じた化粧品購入
に関するトラブルが依然として多い状況で
す。2015年は「表示よりも高額な料金を請
求された。」という事例、2016年は「お試
しのはずが継続購入になっていた。」とい
う事例が目立ちました。
　2016年は「ソフトウェア」の相談割合が
20.8％（931件）と、2015年の7.6％（318件）
と比べて２倍以上に上昇しました。これは、
2016年にパソコンの画面上に偽の警告を表
示して、ウィルス対策ソフトを購入するよ
う誘導する手口についての相談が増えてい
るためです。相談内容としては、「インター
ネット閲覧中に『ウィルスに感染した』と
いう警告がパソコンの画面上に表示され
た。警告に従って記載された電話番号に問
い合わせたところ、ウィルス対策ソフトを

購入するように誘導され、クレジットカー
ドの番号を伝えてしまった。」といったも
のが多く寄せられています。偽警告に焦っ
て支払をしてしまい、後から解約しようと
しても海外事業者であるため解約の申込み
は日本語で受け付けておらず、相談につな
がるケースが多いと考えられます。このよ
うな手口については、独立行政法人情報処
理推進機構から注意喚起が出されていま
す28。
　「役務・サービス」では、主な相談内容
として、「相談サイトにクレジットカード
情報を登録して無料トライアルを利用した
が、自動で継続会員となってしまい毎月請
求が発生している。解約したい。」といっ
たものが寄せられています。

040○0405_Ⅰ-1-3-19 CCJが受け付けた相談の商品・サービス類型別割合の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-19 CCJが受け付けた相談の商品・サービス類型別割合

（備考）　 1． 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
　　　　 2． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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　CCJが受け付けた相談について決済手段
別に件数の推移をみると、「金融機関振込」
が2013年の2,373件をピークに減少し続け
ているのに対し、「クレジットカード」は
増加し続け、2016年は3,430件に達しまし
た（図表Ⅰ-1-3-20）。
　「金融機関振込」が減少している要因と
しては、①「金融機関振込」が主な決済手
段であったトラブル類型である「詐欺疑
い」29、「模倣品到着」の相談件数が減って
いること、②「詐欺疑い」、「模倣品到着」
の決済手段が「金融機関振込」から「クレ
ジットカード」に変化してきていること、

の２点が挙げられます（図表Ⅰ-1-3-21）。
②の背景として、警察からの情報提供等に
基づき、金融機関が決済に使用されていた
銀行口座を凍結している、といった状況が
相談内容から伺えます。「クレジットカー
ド」増加の要因としては、主な決済手段が
「クレジットカード」のトラブル類型であ
る「解約」30の相談件数が増えていること
があります。トラブル類型が「解約」の相
談としては、2016年に増加した偽警告での
ウィルス対策ソフト購入への誘導や2015年
に急増して2016年も継続して相談件数の多
いSNSの広告を通じた化粧品購入に関する
ものがあり、これらの多くにクレジット
カード決済が利用されています。

決済手段が「クレジットカード」
の相談件数が増加

041○0405_Ⅰ-1-3-20 CCJが受け付けた決済手段別相談件数の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-20 CCJが受け付けた決済手段別相談件数の推移

（備考）　 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
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図表Ⅰ-1-3-19 CCJが受け付けた相談の商品・サービス類型別割合

（備考）　 1． 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
　　　　 2． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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28�）独立行政法人情報処理推進機構（以下同）「“ウイルスに感染した”という偽警告でサポートに電話するように仕向
ける手口に注意」（2016年６月21日公開、2016年９月29日更新）
　　「偽警告で電話問い合わせへ誘導する手口の相談が月間200件に急増」（2016年９月29日公開、2016年10月24日更新）
　　「偽警告の新たな手口に要注意！」（2017年１月31日公開）
　　「偽警告で、また新たな手口が出現」（2017年３月29日公開）
　�　「被害低減のための偽警告の手口と対策を紹介する映像コンテンツを公開　～2016年度の偽警告に関する相談件
数は昨年度の7.7倍に～」（2017年４月11日公開）
29�）「詐欺疑い」は、注文及び決済の事実が確認できるにもかかわらず、何も届かないまま事業者とのコミュニケーショ
ンが途絶え（又は事業者が合理的な対応をしない）、なおかつ事業者の実態が正確に把握できない相談を指す。
30�）「解約」は、業者が意図的に消費者に望まない契約をさせようとしており、これを解約したいとの相談、及び、
事業者のミスや相談者の自己都合による契約解除や商品注文のキャンセルなどの相談を指す。
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　CCJが受け付けた相談について事業者所
在国別に件数の推移をみると、「所在国不
明」が2014年をピークに減少しているもの
の、2014年から2016年までの３年間継続し
て最も多くを占めています（図表Ⅰ-1-3-
22）。
　2016年は、「米国」が1,025件と、2015年
の688件に比べて増加しました。前述の偽
警告でウィルス対策ソフトを購入するよう
誘導する手口についての相談の多くは事業
者所在国が米国であるため、「米国」が増
加しています。
　事業者所在国別にトラブル類型の内訳を
みると、「米国」や「イギリス」ではトラ
ブル類型が「解約」の相談が多いのに対し、
事業者所在国が「中国」では「模倣品到着」、
「詐欺疑い」の相談が多くなっています（図
表Ⅰ-1-3-23）。

　2016年は、事業者所在国が「所在国不明」
の相談のうち、トラブル類型が「解約」の
相談件数が最も多くなりました。これまで
ＳＮＳの広告を通じた化粧品購入に関する
相談については事業者所在国が「英国」の
ものがほとんどでしたが、2016年では「所
在国不明」に移ってきているためです。
2015年まで事業者所在国が「所在国不明」
の相談のうち最多のトラブル類型であった
「詐欺疑い」は、2016年は「解約」を下回
りましたが、継続して相談が寄せられてい
ます。主な相談内容としては、「注文した
商品が未着で問い合わせようとしても、電
話番号や住所などの会社情報がなく、メー
ルをしても返事がない。」といったものが
みられます。2016年の相談のうち、事業者
所在国が「所在国不明」でトラブル類型が
「詐欺疑い」である相談の８割以上で、サ
イトの表示が日本語であったとされてお
り、海外事業者と知らずに購入手続をした
ケースも多いと考えられます。

事業者所在国が米国の相談が増加

042○0424_Ⅰ-1-3-21 ＣＣＪが受け付けたトラブル類型別-決済手段別の相談件数の推移.xlsx

図表Ⅰ-1-3-21 CCJが受け付けたトラブル類型別-決済手段別の相談件数の推移

（備考）　 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
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図表Ⅰ-1-3-23 CCJが受け付けた事業者所在国別-トラブル類型別の相談件数の推移

（備考）　 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
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図表Ⅰ-1-3-22 事業者所在国別件数の推移（2016年上位 3か国、その他及び所在国不明）

（備考）　 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
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図表Ⅰ-1-3-21 CCJが受け付けたトラブル類型別-決済手段別の相談件数の推移

（備考）　 2012～2016年にCCJが受け付けた相談。
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　本節では、2016年を中心として最近目立つ消費生活相談や、悪質事業者による消費者ト
ラブル等を紹介していきます。中でも第３節で紹介したように、情報通信に関連するトラ
ブル、高齢者が巻き込まれる詐欺的なトラブル、その他のトラブルの大きく３つのテーマ
に分類して、個別の内容をみていきます。

　第３節の2016年の消費生活相談の概況で
みたように、情報通信に関する相談は消費
生活相談全体で大きな割合を占めていま
す。その内容は多岐にわたりますが、ここ
では、スマートフォンを利用してアクセス
するウェブサイトを利用した「デジタルコ
ンテンツ」に関するもの、中でも最も相談
件数が多い「アダルト情報サイト」に関す
るもの、また、ソーシャルメディアを通じ
た個人情報発信･コミュニケーションツー
ルに関するもの、インターネット上の「お
試し価格」、「初回無料」などの表示をきっ
かけに健康食品等を注文して起きるトラブ
ル等について、取り上げます。

　スマートフォンを利用してインターネット
にアクセスする機会が増加することにより、
スマートフォンから「アダルト情報サイト」
や「出会い系サイト」等のデジタルコンテン
ツを利用した「スマートフォン関連サービス」
に関する相談も増加傾向にあり、2016年は前
年からやや減少しているものの約8.2万件寄
せられています（図表Ⅰ-１-４-１）。
　また、「デジタルコンテンツ」に関する相
談のうち、スマートフォンを利用してトラ
ブルに巻き込まれた割合をみると、2012年
は11.3％と約１割でしたが、2016年には
48.0％と半数を占める状況となっています。
このことから、最近のインターネット関連
のトラブルの増加は、スマートフォンの普
及が大きな要因であるといえます。

最近注目される消費者問題第 ４節

（ １）インターネットや情報通信に関連するトラブル
スマートフォン利用でのインター
ネット関連のトラブルは増加傾向

045○0407_Ⅰ-1-4-1 スマートフォン関連サービスに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-1 スマートフォン関連サービスに関する相談
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（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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　「デジタルコンテンツ」の中でも、「アダ
ルト情報サイトを見ようとしたら、突然『登
録完了』等の画面が表示され、高額な料金
を請求された」などの「アダルト情報サイ
ト」に関するトラブルは特に多く、性別年
齢問わず、全国の消費生活センター等に寄
せられる最も多い相談内容です。
　しかし、最近の相談件数の推移を性別年
齢層別でみていくと、一律の動きではない
ことが確認できます（図表Ⅰ-１-４-２）。
　2010年、2013年、2016年の３年ごとの相談
件数をみると、男性は60歳以上で増加傾向に
ある一方、40歳代までは減少傾向にあります。
女性も同様で、40歳以上が増加しているのに
対し、30歳代までは減少傾向にあります。
　その背景にはスマートフォンの普及があ
ると考えられます。つまり、中高年のスマー
トフォン保有率は2013年末から2015年末ま

ででみても年々上昇し続けている一方、若
年層には既に行き渡っている状況がみられ
ます（第２章第１節参照。）。このことから、
スマートフォン操作の習熟度に年齢層で違
いがあり、まだスマートフォンに不慣れな中
高年層が画面を操作しているうちに、アダ
ルト情報サイトに関するトラブルに巻き込ま
れていることなどが原因として考えられます。

　こうしたトラブルを解決しようと、消費
者がインターネットで相談先や解決方法を
検索し、「無料相談」、「返金可能」をうた
う窓口に慌てて相談したところ、実際には
探偵業者等に「アダルト情報サイト業者の
調査」を数万円で依頼したこととなってお
り、結局、アダルト情報サイト業者からの
返金を受けることもできなかった、といっ
た相談が最近急増しています31（図表Ⅰ-１-

「アダルト情報サイト」の相談は
世代で違い

「アダルト情報サイト」に関するトラ
ブル解決のつもりが、二次被害に

045○0407_Ⅰ-1-4-1 スマートフォン関連サービスに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-1 スマートフォン関連サービスに関する相談
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（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。

046○0411_Ⅰ-1-4-2 アダルト情報サイトに関する相談（男性・女性）.xlsx

図表Ⅰ-1-4-2 アダルト情報サイトに関する相談（男性・女性）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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31�）国民生活センター「「アダルトサイトとのトラブル解決」をうたう探偵業者にご注意！」（2016年12月15日公表）
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４-３）。
　探偵業者等が実際に行う業務は、アダル
ト情報サイト業者の所在地やIP アドレス
などウェブサイトに関する情報の調査で
す。しかし、探偵業者等はそのことを消費
者に説明せず、「トラブルを解決する」、「請
求が来ないようにする」、「十分に返金が可
能」など、あたかもアダルト情報サイト業
者からの請求を止めたり、返金させたりす
ることができるような説明をし、消費者を
誤解させ調査の契約をさせている場合が見
受けられます。また、調査結果は消費者が
期待していた内容ではないことも多く、返
金交渉などアダルト情報サイトのトラブル
に関する解決に必ずしも役立つものではあ
りません。なお、弁護士等の法的な資格が
なければ、報酬を得る目的での返金交渉は
行えません。
　ウェブサイトの広告で「被害解決」等と
表示し、地方公共団体が設置している消費
生活センター等の消費生活相談窓口に類似
した名称（「消費者○×センター」「消費者

○×相談窓口」等）を名のっているため、
消費者が消費生活センター等と勘違いし、
探偵業者等のウェブサイトへアクセスした
り、電話をかけたりしているケースもあり
ます。また、探偵業者等がウェブサイトで
「無料相談」と表示していることから、消
費者が「全て無料」と思い、探偵業者等に
連絡したというケースもあります。契約時
に社名を伝えられたり、有料と説明された
りして初めて、地方公共団体の消費生活セ
ンター等ではなく民間事業者に連絡をした
ことに気付く場合もありますが、不安をあ
おられ、被害を早く回復したいという思い
で結局そのまま依頼してしまうケースもみ
られます。
　相談件数を年齢層別に見ると、「アダルト
情報サイト」の相談が多い40歳代が最も多い
ものの、最近減少傾向がみられる20歳代や30
歳代でも目立っています。なお、増加傾向に
ある高齢層では、20歳代、30歳代に比べ相
談件数は少ない状況です（図表Ⅰ-１-４-４）。
これは、「アダルト情報サイト」の架空請求ト

047○0411_Ⅰ-1-4-3 アダルト情報サイトトラブルを解決とうたう探偵業者に関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-3 アダルト情報サイトトラブルを解決とうたう探偵業者等に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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ラブルへの対応方法が若者に浸透してきてい
る一方で、第２章第２節でも触れているとお
り、若者ほどトラブルの際にインターネット
検索をして解決方法を探すことに慣れ親しん
でいることから、このようなトラブルに遭遇
した際も、慌ててインターネット検索し、探
偵業者等へ連絡してしまうケースが多いこと
を表わしていると考えられます。
　アダルト情報サイトのトラブルでは、慌て
てアダルト情報サイト業者に「連絡しない」、
「お金を支払わない」が基本です。どうし
ても不安な場合には、焦らず消費生活セン
ター等に相談しましょう。その際、相談先
が地方公共団体の消費生活センター等かど
うか、しっかり確認してから連絡しましょう。
　地方公共団体の消費生活センター等へ相
談する際には、全国共通の電話番号「188（い
やや！）」でお住まいの市区町村や都道府県
の消費生活センター等を案内する消費者ホッ
トラインが便利ですので、御利用ください。

　SNS （ソーシャル･ネットワーキング･
サービス）は人と人とをつなぎ、コミュニ
ケーションを楽しむためのサービスです。
基本的には知り合いや友達とインターネッ
ト上でつながり、会話に近いコミュニケー
ションができるのが特徴です。また、「シェ
ア」、「リツイート」といったSNS特有の機
能によって、友達の友達へ、フォロワーの
フォロワーへと、拡散力が強いことも特徴
であり、最近では特に不特定多数への発信
にもよく利用されるようになっています。
　SNSが何らかの形で関連している消費生
活相談は増加傾向にあり、2016年は前年を
大きく上回り約1.2万件が寄せられていま
す（図表Ⅰ-１-４-５）。2012年から2016年に
かけては約2.5倍となっており、年齢層別
にみると、50歳代や60歳代は約５倍、70歳
以上は約７倍と、特に中高年層で大きく増
加しています。

SNSをきっかけとしたトラブル
は女性を中心にますます増加

048○0411_Ⅰ-1-4-4 アダルト情報サイトトラブル解決をうたう探偵業者に関する相談件数（年齢層別）.xlsx

図表Ⅰ-1-4-4 アダルト情報サイトトラブル解決をうたう探偵業者等に関する相談（年齢層別）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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　さらに2016年の相談を性別年齢層別でみ
ると、年齢層では20歳代が最も多く、20歳
代女性の相談が2,000件を超えています（図
表Ⅰ-１-４-６）。30歳代から50歳代までにお
いても、女性が同世代の男性の約２倍と

なっており、全体に占める女性の相談は男
性の約1.5倍です。
　相談内容は、「SNSから誘導され、女性
を紹介してくれるという出会い系サイトに
登録したが、不審」、「SNSの広告を見て化

049○0414_Ⅰ-1-4-5 ＳＮＳに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-5 SNSに関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-4-6 SNSに関する相談（性別年齢層別・2016年）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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粧品を購入。お試し価格だと思っていたら、
定期購入だった」、「SNSで副業の広告を見
てサイトに登録した。その後ポイントを繰
り返し購入、だまされたと気付いた」等、
多種多様なものとなっています。

　2016年に目立ったトラブルとして挙げら
れるのが、主にダイエットサプリメント等
の健康食品を「お試し」で購入するつもり
が定期購入となってしまうというもので
す32。これは、先に紹介したSNSがきっか
けとなるケースもみられ、2016年には全国
の消費生活センター等へ寄せられる相談が
急増しました（図表Ⅰ-１-４-７）。商品の内
訳としては、青汁等の「飲料」、酵素やダ
イエットサプリメント等の「健康食品」、
美容クリームやニキビケアクリーム等の

「化粧品」の３つに分類できます。
　2016年の相談では女性が約８割と多く、
女性の中では40歳代が約３割で最も多いも
のの、10歳代、20歳代の若年層も約２割を
占めています。
　相談事例からみるこのトラブルの内容は
主に図表Ⅰ-１-４-８のようなケースです。ス
マートフォンで「ダイエット効果や美容効
果がある」、「初回お試し価格○円」、「送料
のみ」等の広告をSNS等で見て消費者が注
文することが多く、例えば「５ヶ月以上の
購入が条件」等の定期購入が条件であるこ
とが、他の情報より小さい文字で表示され
ていたり、注文画面とは別のページに表示
されていたりする場合があります。
　そのため、消費者は商品を無料や数百円
程度の低価格で購入できると考え、定期購
入とは認識しておらず、１回限りの購入だ
と思って申し込みをしており、翌月以降（２
回目以降）も商品が届いて初めて定期購入

インターネット通販等で「お試し」
のつもりが定期購入に

049○0414_Ⅰ-1-4-5 ＳＮＳに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-5 SNSに関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-4-6 SNSに関する相談（性別年齢層別・2016年）

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-4-7 「定期購入」に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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32�）国民生活センター「相談急増！「お試し」のつもりが定期購入に！？―低価格等をうたう広告をうのみにせず、
契約の内容をきちんと確認しましょう―」（2016年６月16日公表）
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であると気付くケースが多くみられます。
　また、解約を申し出ようとしたところ、
「事業者へ電話がつながらない」、「初回価
格だけ支払えばよいと思っていたのに事業
者から通常価格を請求された」という相談
もみられます。

　いわゆる「格安スマホ」33等の携帯電話
の利用に伴い、関連するトラブルが増えて
おり、2016年には前年の約2.8倍の相談が
寄せられています34（図表Ⅰ-１-４-９）。格安
スマホ事業者35の料金設定は比較的安価で
あり、消費者にとっては、自分の利用実態
に合わせより多くの契約先から選べるよう
になりましたが、今までどおりのサービス

を安く受けられると思っていたのに、実際
はサービス内容等が思っていたものと違っ
ていたというトラブルが目立っています。
　主な相談内容は、今までの携帯電話事業
者とサービスが異なることによるトラブル
と、端末とSIMカードを別々に購入するこ
とで発生するトラブル、利用開始日に関す
るトラブルに分けられます。
　今までの携帯電話事業者とサービスが異
なることによるトラブルでは、消費者がこ
れまでと同じサービスが受けられると思っ
ていたものの、これまで契約していた携帯
電話事業者では無料で提供されていたサー
ビス（フィルタリングサービス36等）が有
料のオプションになっている場合や、そも
そも提供されていないこと等から発生する
場合がみられます。また、故障時の対応や
問い合わせ窓口が電話やウェブサイト等に

「格安スマホ」のトラブルが増加

052○0404_Ⅰ-1-4-8 「定期購入」トラブルの主な例.pptx

図表Ⅰ-1-4-8 「定期購入」トラブルの主な例

（備考）　 国民生活センター公表資料（2016年 6 月16日）から一部引用。
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２回目以降　特別価格
20％OFF 4,000円!
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２回目以降　特別価格
20％OFF 4,000円!
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33�）ここでは、MVNO （Mobile Virtual Network Operator、仮想移動体通信事業者）が提供する音声通話付きの携帯
電話サービスのことを指す。ＳＩＭカード単体の契約も含み、無線インターネットサービス等は含まない。
34�）国民生活センター「こんなはずじゃなかったのに！“格安スマホ”のトラブル―料金だけではなく、サービス内
容や手続き方法も確認しましょう―」（2017年４月13日公表）
35�）格安スマホを提供する事業者（MVNO）のこと。
36�）出会い系サイトやアダルトサイト等、青少年に有害なサイトや違法なサイトへのアクセスを遮断する機能のこと。
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限られていたり、修理時に代替機の提供が
ないなどのサポート体制に関するものも挙
げられます。
　端末とSIMカードを別々に購入すること
で発生するトラブルは、端末によっては、
購入したSIMカードが利用できない場合が
あったり、販売されている中古端末の中に
は、その後の利用を制限されるものもある
等のケースもみられます。
　利用開始日に関するトラブルは、SIM
カードが届いてから一定期間が過ぎると、
何も設定をしなくても自動的に通信料金が
発生することから、相談になる場合がみら
れます。今までの携帯電話事業者で利用し
ていた電話番号を変えずに格安スマホ事業
者へ契約先を変更する場合は、利用開始日
によっては、以前の携帯電話事業者の解約
料等が発生するものもみられます。
　「格安スマホ」への変更を検討する場合、
まずは自分の現在の利用状況を把握した上
で、ウェブサイトやパンフレット等で格安

スマホ事業者が提供しているサービスを確
認しましょう。また、今まで使っていたス
マートフォン等の端末を引き続き使えるか
どうか確認することや、中古の端末を購入
する場合は、「ネットワーク利用制限」の
対象端末ではないかを確認することも重要
です。さらに契約に当たっては格安スマホ
事業者の回線を利用するための手続きと、
利用開始日も確認しましょう。契約につい
て不安に思うことやトラブルが生じた場合
には、最寄りの消費生活センター等へ相談
しましょう。

　近年、高齢者に関する消費生活相談にお
いて、詐欺的な手口に関する相談37が多いた

（ ２）高齢者が巻き込まれる詐欺的なトラブル

詐欺的な手口に関する高齢者のト
ラブルには依然として注意

052○0404_Ⅰ-1-4-8 「定期購入」トラブルの主な例.pptx

図表Ⅰ-1-4-8 「定期購入」トラブルの主な例

（備考）　 国民生活センター公表資料（2016年 6 月16日）から一部引用。
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20％OFF 4,000円!

（送料無料）

今すぐ注文する

２回目以降　特別価格
20％OFF 4,000円!

（送料無料）

※５ヶ月以上の購入が条件です

定期購入が条件であることを
分かりにくく記載

500円だし１回だけ…
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909_Ⅰ-1-4-9 格安スマホに関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-9 「格安スマホ」に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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37�）「詐欺的な手口」とは、事業者側の「だます」という意思を心証として消費者や消費生活センター等が強く持っ
た場合に選択する「詐欺」や「架空請求」、「融資保証金詐欺」、「還付金詐欺」の項目が入力された相談。
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め、その状況をみていきます。「詐欺的な手
口」とは、事業者側の「だます」という意思
を有することを心証として消費者や消費生
活センター等が強く持った場合をいいます。
　2010年以降の数年間をみると、詐欺的な
手口に関する相談は2014年まで増加傾向に
あり、2016年も依然として高水準にあり前
年から横ばいの状況となっています（図表
Ⅰ-１-４-10）。
　図表Ⅰ-１-３-10でみたように、高齢者の
相談全体は減少傾向にあるものの、このよ
うな詐欺的な手口に関する相談の割合は増
加し続けており、見守り活動の重要性を改
めて認識すべき実態がうかがえます。
　詐欺的な手口のうち、高齢者が巻き込ま
れるトラブルの典型例である、複数の事業
者が役回りを分担して消費者をだまそうと
する「劇場型勧誘」に関する相談は、この
数年数多く寄せられ、2014年には２万件近

くありました。しかし、2015年は約1.1万
件と減少し、2016年も約6,300件と前年か
ら約４割減少しました。ただし、その中で
高齢者の占める割合は８割を超えており、
手口や対象となる商品にも変化がみられる
ため、引き続き注意が必要です。

　インターネットを通じて電子的に取引さ
れる、ビットコイン等のいわゆる「仮想通
貨」をめぐり、投資や利殖をうたってその
購入を勧誘する際のトラブルについての相
談が高齢者を中心に増加しています38（図
表Ⅰ-１-４-11）。2014年４月以降の推移をみ
ると、2016年10月以降に急増しています。
　主な相談事例は、「必ず値上がりすると
言われて仮想通貨を購入する契約を結び、

仮想通貨をめぐる勧誘トラブル

053○0412_Ⅰ-1-4-9 高齢者の相談のうち、詐欺的な手口に関する相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-10 高齢者の相談のうち、詐欺的な手口に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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図表Ⅰ-1-4-11 「仮想通貨」に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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38�）国民生活センター「投資や利殖をうたう仮想通貨の勧誘トラブルが増加―「必ず値上がりする」などの説明をう
のみにせず、リスクが理解できなければ契約しないでください―」（2016年２月18日公表）
　�　国民生活センター「知人からの勧誘、セミナーでの勧誘による仮想通貨の購入トラブルにご注意―「必ず儲かる」
という言葉は信じないで！―」（2017年３月30日公表）
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代金を支払ったが解約できない」などと
いった電話勧誘や訪問販売によるトラブル
が多くなっています。また、「仮想通貨を
代わりに買ってくれれば高値で買い取ると
言われ契約したが、約束どおりに買い取ら
れない」などといった劇場型勧誘に関する
トラブルも多くみられます。
　仮想通貨は、資金移動や決済手段として利
用されるほか、投資目的として購入されてい
ますが、その種類には様々なものがあり、取
引相場の価格変動リスクなどを伴うため、将
来必ず値上がりするというものではありません。
　しかし、相談事例では、事業者から仮想
通貨の取引価格が将来必ず値上がりするか
のような事実と異なる説明が行われ、それ
をうのみにした消費者が、仮想通貨の価格
変動リスクを十分に理解せず契約している
ケースがみられます。
　さらに最近では、知人から「必ず値上が
りする」と勧められたり、セミナーで勧誘
され、売却利益を目的に購入したものの、
もうかるどころか支払ったお金さえ戻って

こないなど、マルチ商法のような勧誘も目
立ってきており、高齢者以外でのトラブル
も目立ってきています。
　2017年４月から仮想通貨に関する新たな
規制が設けられ、国内で仮想通貨と法定通
貨との交換サービスを行うには、仮想通貨
交換業の登録が必要になりました。契約を
する際は、登録事業者であるか確認し、「必
ずもうかる」という言葉はうのみにせず、
リスクも十分理解するようにしましょう。

　その他、全国の消費生活センター等には、
電話や訪問などで「元本保証で高利回り」
などとあたかも「投資」や「出資」、「預金」
であるかのように勧誘され、商品の売買契
約と賃貸借（レンタル）契約等を同時にした
という消費者の相談が寄せられています39。
中でも高齢者の相談が目立っています。
　相談事例では、「契約後、事業者が突然

レンタルオーナー契約によるトラ
ブル

054○0417_Ⅰ-1-4-11 「仮想通貨」に関する消費生活相談.xlsx

図表Ⅰ-1-4-11 「仮想通貨」に関する相談

（備考）　 PIO-NETに登録された消費生活相談情報（2017年 3 月31日までの登録分）。
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破綻したため、約束どおりのレンタル料な
どの支払いがなくなり、支払ったお金（元
本）も戻らなくなってしまった」、「半年後
には支払った分全額が戻ると言われて次々
に契約をしたが事業者と連絡がとれなく
なった」などという内容が多くみられます。
　こうした相談における契約内容をみる
と、消費者は、コンテナや太陽光パネル等
の商品を購入し、購入した商品を事業者に
一定期間レンタルするなどの契約（レンタ
ルオーナー契約）を結んでいます。この契
約では、購入した商品は消費者には引き渡

されないまま、事業者は、消費者が購入し
た商品を第三者に転貸するレンタル事業な
どを行い、これによって得られた収益の一
部をレンタル料などの名目で消費者に支払
うことになっています。中にはレンタル期
間が経過した後に、購入した商品を事業者
が消費者から購入代金と同額で買い取る契
約になっているものもあります（図表Ⅰ-
１-４-12）。
　しかし、実際には、消費者はレンタル事
業の実体や自身が購入した商品の存在など
を確認することが困難であることが多く、

055_Ⅰ-1-4-11 レンタルオーナー契約の仕組み.pptx

図表Ⅰ-1-4-12 トラブルとなるレンタルオーナー契約の仕組み

（備考）　 国民生活センター公表資料（2016年 9 月 8 日公表）より一部引用。
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②契約

売買契約
＆

賃貸借契約

④商品引渡し

⑦レンタル料支払
⑥レンタル料支払

⑤消費者の商品を転貸

①勧誘

③代金支払

④商品貸出し

実際の商品の引渡しなし

「元本保証」
「高配当」

①　事業者が電話などで「元本保証、高配当」などといって、あたかも投資
や出資、預金かのように消費者を勧誘

②　消費者は、事業者と商品の売買契約と購入した商品を貸し出す賃貸借契
約を結ぶ

③　消費者は、商品の代金を事業者に支払う
④⑤購入した商品の実際の引渡しは受けず、消費者は商品を第三者に転貸す

るレンタル事業を行う
⑥⑦事業者は、レンタル事業から得た収益から、消費者に商品のレンタル料

を支払う

※最終的には消費者の商品を買い取り、消費者が購入した代金と同額を消費
者に支払うというものもある。

39�）国民生活センター「レンタルオーナー契約によるトラブルにご注意―元本保証、高配当と言われても、業者が破
綻すれば、レンタル料も受け取れず、「元本」もほとんど戻りません―」（2016年９月８日公表）
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事業の実体がなければ、いずれ事業者が破
綻し、契約どおりのレンタル料などは受け
取れず、支払ったお金（元本）も戻らなく
なってしまうリスクがあります。
　こうしたリスクを十分に理解しないま
ま、事業者のセールストークにより、元本
保証の投資商品や預金などのつもりで契約
しているケースも目立ちます。また、お金
が戻らない状況にある消費者に対し、別の
事業者が被害回復を持ちかけ、高額な手数
料を要求する等、二次被害が疑われる場合
もあります。
　事業者のレンタル事業の実体が確認でき
ない場合や、事業者が破綻した場合のリス
クが十分に理解できない時は、契約するの
をやめましょう。

　2017年４月１日から、ガスの小売全面自由
化が始まりました。これまで、都市ガスの契
約は地域ごとに特定の事業者としか結ぶこと
ができませんでしたが、小売全面自由化によ
り参入したガス小売事業者の中から消費者が
契約先を選択することが可能となります。
　ガスの小売全面自由化に関連して、消費
生活センター等へ寄せられた相談事例は、
「しつこいアンケート電話がかかってく
る」、「訪問され、強引に説明をされた」、「制
度が変更になったが、自分ではどう事業者
を選べばよいか分からない」などが主なも
のです。
　契約先の切替えに当たっては、原則とし
て新たな機器を購入する必要はありません

（ただし、オール電化やＬＰガスから都市
ガスへの切替えの場合は、都市ガス用の配
管やガス機器（ガスコンロ、ガス給湯器等
の消費機器）の調整、取替えなどが必要に
なる場合があります。）。ガスの小売全面自
由化に便乗したガス機器等の販売が行われ
ていますが、必要性を十分に検討して購入
を判断しましょう。
　ガス小売事業者の代理店を名のる電話で
あっても、不審に思った場合にはその場で
安易に自分の情報を伝えず、社名や担当者
名、連絡先等を確認し、当該ガス小売事業
者にそれを伝えた上で本当に代理店かどう
かを確認しましょう。
　ガスの小売全面自由化が始まり、新たな
ガス小売事業者、新たなメニューでのガス
の供給が行われることになり、小売全面自
由化前と異なり、複数の料金メニューが提
供されることがあります。このため、新た
な契約締結の際、供給条件を十分に確認し
ていないと、供給開始後に、違約金条項が
含まれていたことが判明する等、思ってい
た契約内容と違うといった状況が生じるこ
とがあります。ガス小売事業者は、契約内
容（料金の算定方法、供給開始の予定年月
日や内管等の設備の工事に伴い消費者に費
用の負担が生じるのか否か等）について契
約締結前に説明することが義務付けられて
いますので、契約締結する際には、ガス小
売事業者にしっかりと契約内容について確
認し、納得した上で契約を締結することが
重要です。
　その他、ガスの小売全面自由化に関し、
小売契約を締結する際のトラブル等があれ
ば、経済産業省電力・ガス取引監視等委員
会の相談窓口（03-3501-5725）又は最寄り
の消費生活センター等に相談しましょう。

（ ３）最近目立つその他のトラブル

ガスの小売全面自由化に関する相談

055_Ⅰ-1-4-11 レンタルオーナー契約の仕組み.pptx

図表Ⅰ-1-4-12 トラブルとなるレンタルオーナー契約の仕組み

（備考）　 国民生活センター公表資料（2016年 9 月 8 日公表）より一部引用。
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②　消費者は、事業者と商品の売買契約と購入した商品を貸し出す賃貸借契
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るレンタル事業を行う
⑥⑦事業者は、レンタル事業から得た収益から、消費者に商品のレンタル料

を支払う

※最終的には消費者の商品を買い取り、消費者が購入した代金と同額を消費
者に支払うというものもある。
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　｢消費者意識基本調査｣（2016年度）によ
ると、この１年間に購入した商品や利用し
たサービスについて、｢機能・品質やサービ
スの質が期待よりかなり劣っていた｣、｢表
示・広告と実際の商品・サービスの内容が
かなり違っていた｣、｢思っていたより高い金
額を請求された｣等の何らかの消費者被害・
トラブルを受けた経験があるとの回答は
7.7％となり、2015年度調査での10.9％よりも
低くなりました（図表Ⅰ-１-５-１）。

　2016年度に、この１年間で消費者被害・
トラブルの経験があると認識し、その被害・
トラブルの内容を具体的に回答した人のう
ち、「相談又は申出をした」と回答した人
の割合は55.2％でした。一方、「誰にも相
談又は申出をしていない」と回答した人の
割合は37.6％でした（図表Ⅰ-１-５-２）。
　同じ問に対する回答の推移をみると、
2013年度調査から2016年度調査まで、「相
談又は申出をした」と回答した人の割合が
増加しており、2013年度調査の43.1％から
12.1ポイント増加しました。

消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計第 ５節

（ １）消費者被害・トラブルの経験

商品・サービスについての消費者
被害・トラブルの経験

消費者被害・トラブルを誰かに相
談 ･申出する人が増加

056_Ⅰ-1-5-1 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験.xlsx

図表Ⅰ-1-5-1 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。2016年度調査の有効回答は60.1％、2015年度調査の有効回答は65.1％、2014年度調
査の有効回答は64.5％、2013年度調査の有効回答は65.3％。

　　　　 2． 「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについて、以下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に
対する回答。

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた 6.1% 7.9% 8.2% 5.9%

表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた 2.5% 4.9% 4.8% 3.2%

思っていたよりかなり高い金額を請求された 0.8% 2.4% 2.7% 1.0%

契約・解約時のトラブルにより被害に遭った 0.4% 1.1% 1.2% 0.9%

けが、病気をする等、安全性や衛生に問題があった 0.5% 1.3% 1.8% 0.8%

問題のある販売手口やセールストークにより契約・購入した 0.4% 1.4% 1.7% 0.8%

詐欺によって事業者にお金を払った（又はその約束をした） 0.2% 0.3% 0.6% 0.4%

その他、消費者被害の経験 0.7% 1.6% 1.8% 0.9%

上記のいずれかの経験があった 8.0% 10.6% 10.9% 7.7%
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　相談又は申出をした事例について相談又
は申出をした相手を聞くと、「商品やサー
ビスの提供元であるメーカー等の事業者」
が41.9％と最も高く、次いで「商品・サー

ビスの勧誘や販売を行う販売店、代理店等」
（35.2％）、「家族、知人、同僚等の身近な人」
（33.3％）の順となっています（図表Ⅰ-１-
５-３）。「市区町村等の行政機関の相談窓口」
は7.0％でした。

消費者の多くは事業者に相談や申
出をしている
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図表Ⅰ-1-5-3 消費者被害・トラブルについて相談・申出をした相手

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。
　　　　 2． 被害やトラブルについての「相談又は申出をした」と回答した人に対する相談した相手についての問への回答（複数

回答）。2013年度調査では「相談をした」と回答した人に対する相談した相手についての問への回答（複数回答）。
　　　　 3． ｢事業者団体｣ は2015年度調査で新設された項目。
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0.6
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36.9

29.3

7.0

2.2

1.3
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1.9

48.0

47.2

30.4

5.2

2.0

0.4

2.8

2.8

0.8

0 60
（％）

4020

無回答

上記以外の人や機関等

警察

事業者団体

消費者団体

弁護士、司法書士等の専門家

市区町村等の行政機関の相談窓口

家族、知人、同僚等の身近な人

2013年度調査
（N＝250、M.T.＝139.6％）
2014年度調査
（N＝314、M.T.＝128.0％）
2015年度調査
（N＝341、M.T.＝134.3％）
2016年度調査
（N＝270、M.T.＝131.9％）

商品やサービスの提供元であるメー
カー等の事業者

商品・サービスの勧誘や販売を行う
販売店、代理店等
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図表Ⅰ-1-5-2 被害・トラブルのあった商品・サービスについての相談・申出の有無

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。
　　　　 2． 被害やトラブルについての相談又は申出の有無についての問に対する回答。2013年度調査では、被害やトラブルについての相談

の有無についての問に対する回答。
　　　　 3． 回答数は、2013年度は580、2014年度は613、2015年度は659、2016年度は489。

（％）
2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

相談・申出をした 43.1 51.2 51.7 55.2

誰にも相談・申出をしていない 53.6 43.2 44.9 37.6

無回答 3.3 5.5 3.3 7.2
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　消費者被害・トラブルの状況を把握する
ための一つの指標として、全国の消費生活
センター等に寄せられた消費生活相談情報
があります。これは、消費者被害・トラブ
ルの端緒やトレンドを把握するためには極
めて有効な情報ですが、あくまで消費者や
その家族等から相談があったものだけに限
られており、相談情報に表れない消費者被
害の実態やその規模はこれだけでは明らか
にすることはできません。
　そこで消費者庁では、消費者被害・トラ
ブル全体のおおまかな規模を明らかにする
ため、2013年度に「消費者被害に関連する
数値指標の整備に関する検討会」を開催し、
消費者被害・トラブル額の推計を試みました。
　推計は、消費者被害・トラブルの推計件
数に消費者被害・トラブル１件当たりの平
均金額を乗じる手法により実施しました。
具体的には、まず全国の満15歳以上から無
作為抽出して意識調査40を行い消費者被
害・トラブルの「発生確率」を求めた上で
消費者被害・トラブルの総数を推計し、こ
れに消費生活相談情報から計算される平均
金額を乗じ、所要の補正を行って推計値を
算出するという手法をとっています。
　「消費者被害・トラブル１件当たりの平
均金額」は、消費生活相談情報の「契約購
入金額」、「既支払額」といった項目により
算出しています。実際には、消費者は小さ
な消費者被害・トラブルではわざわざ消費

生活センター等に相談をすることはせず、
より深刻な場合ほど相談率は高いものと考
えられることから、消費生活相談情報から
得られる平均金額は実態より相当高い水準
にあるものと推測されます。そこでこうし
た相談情報の特性を考慮し、トラブル金額
が少額のものと高額のものとを分けて推計
することで推計値の補正を行っています。
　また、近年、高齢者の消費者被害・トラ
ブルが大幅に増加していますが、高齢者の
特性として、本人が被害に気付かず相談し
ないということがあり、特に認知症等の高齢
者に顕著にみられる傾向があります。この
ため、本人が自ら回答することが前提の意
識調査では、本人が認識していない消費者
被害・トラブルを十分に把握できない可能
性があります。そこで高齢者の潜在被害が
一定数存在するものと仮定し、その分を推
計値に上乗せする形で補正を行っています。
　推計結果としては「契約購入金額」、「既
支払額（信用供与を含む。）」、「既支払額」
の３つの推計値を示しています。このうち、
「既支払額」（実際に消費者が事業者に支
払った金額）に「信用供与」（クレジットカー
ド等で決済しており、まだ支払は発生して
いないもののいずれ引き落とされる金額）
を加えた「既支払額（信用供与を含む。）」
を、消費者が負担した金額の実態に近いも
のとして取り扱っています。
　なお、「消費者意識基本調査」では被害
相当額、派生的な被害額、問題対応費用等
についても尋ねていますが、サンプルが少
ないことと回答の正確性の問題から、推計
に用いるには精度が不十分なものと判断
し、推計には含めていません。したがって、
本推計は、厳密には「消費者被害・トラブ

（ ２）消費者被害・トラブル額の推計

消費者被害・トラブル額の推計の
考え方

40�）消費者庁「消費者意識基本調査」（2016年度）において、層化２段無作為抽出法により抽出した全国の満15歳以
上１万人（全国400地点）を対象に訪問留置・訪問回収法により調査を実施。調査時期は2016年11月４日から11月
30日まで、回収率は60.1％。
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ルに関する商品・サービスへの支出総額」
と称すべきものですが、便宜上「消費者被
害・トラブル額」と表現しています。

　前述の手法により推計したところ、2016
年１年間に支出が発生した消費者被害・ト
ラブル件数は約905万件となり、消費者被害・
トラブル額は、約5.2兆円（4.7～5.6兆41、「既
支払額（信用供与を含む。）」ベース）とな

りました（図表Ⅰ-１-５-４）。
　約6.7兆円（「既支払額（信用供与を含
む。）」ベース）であった2015年よりも総額
が減少しました。推計した2016年の消費者
被害・トラブル件数が2015年と比較して減
少しているためで、前述のように、消費者
被害･トラブルに遭ったと認識している消
費者の割合が減ったことが影響しています。
　今後、継続的に推計を実施していくこと
により、消費者行政の成果を測定する上で
効果的な指標となると考えられます。

2016年の消費者被害・トラブル額

41�）既支払額（信用供与を含む。）ベースでの消費者被害・トラブル額の推定額は約5.2兆円であるが、この数字には
誤差が含まれており、同基準の消費者被害・トラブル額は95％の確率で4.7～5.6兆円の幅の中にあると推定される。
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図表Ⅰ-1-5-4 消費者被害・トラブル額の推計結果

※「既支払額（信用供与を含む。）」とは、既に支払った金額にクレジットカード等による将来の支払を加えたもの。
（備考）　 1． 消費者意識基本調査において「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについてお尋ねします。この 1年間に、以

下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に対して、以下の経験についての回答を集計した結果に基づき件数を推計
している。①けが、病気をする等、安全性や衛生に問題があった、②機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた、③
思っていたよりかなり高い金額を請求された、④表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた、⑤問題のある販
売手口やセールストークにより契約・購入した、⑥契約・解約時のトラブルにより被害に遭った、⑦詐欺によって事業者にお金を
払った（又はその約束をした）、⑧その他、消費者被害の経験。

　　　　 2． 2016年の消費生活相談情報（2017年 1 月31日までの登録分）に基づき平均金額を算出。
　　　　 3． 消費者被害・トラブルに関する商品・サービスへの支出総額。
　　　　 4． 「消費者意識基本調査」を行い消費者被害・トラブルの「発生確率」を求めた上で、消費生活相談情報から計算される消費者被害

1件当たりの平均金額を乗じ、高齢者の潜在被害が一定数存在するものと仮定しその分を上乗せするなどの補正を行った推計額。
　　　　 5． 本推計に使用している意識調査はあくまで消費者の意識に基づくものであり、消費者被害・トラブルの捉え方が回答者により異な

ること、意識調査の性格上誤差を含むものであることに注意が必要。

2013年 2014年 2015年 2016年

契約購入金額 約6.5兆円 約7.8兆円 約7.4兆円 約5.9兆円

既支払額（信用供与を含む。）※ 約6.0兆円 約6.7兆円 約6.7兆円 約5.2兆円

既支払額 約5.4兆円 約5.5兆円 約6.0兆円 約4.7兆円
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